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１.認可地縁団体制度の概要 

認可地縁団体制度の目的 

自治会・町内会等の地縁による団体が一定の要件を満たすことで法人格を取

得し、地域的な活動に資することを目的とするものです。例えば、法人格を持つ

ことにより保有している（保有予定である）不動産、又は不動産に関する権利を

団体名義で登記することや、法人が契約主体となる事業活動などが可能となり

ます。 

 

団体名義での登記が必要になる背景 

従来、自治会・町内会等の団体は民法上の「権利能力なき社団」に位置づけら

れ、その団体が保有している財産を団体名義で登記することができなかったた

め、集会所や土地などを代表者や役員の個人名義や共有名義で登記されていま

した。しかし、代表者や役員が財産を勝手に処分されたり、登記名義人が亡くな

ったときに相続人と財産を巡ってのトラブルに巻き込まれたりといったケース

が出てきました。 

 こうした財産上のトラブルを解消するために、平成３年に地方自治法が改正

され、自治会・町内会等の団体が市長から認可を受け、法人格を取得することで

団体名義での登記を行うことが可能となりました。 

 また、令和 3 年の法改正で不動産等の保有の有無にかかわらず、地域的な共

同活動を円滑に行うため市長から認可を受けることができるものとされました。 

 

 なお、地縁による団体が法人格を取得する方法はこの市町村長の認可をうけ

る方法だけではありません。他の例として、公益財団法人／公益社団法人・一般

財団法人／一般社団法人の制度を活用する方法などもあります。それぞれの制

度の利点・欠点をよく理解し、地域の皆さんで話し合って実情にあう選択をして

ください。 

 

地縁による団体の定義 

地縁による団体とは、「町又は字の区域その他市町村内の一定の区域に住所を

有するものの地縁に基づいて形成された団体」と定義されており（法２６０条の

２第１項）、その区域に住んでいる人が誰でも構成員となれる自治会・町内会と

いった団体は原則としてこれに該当します。 

認可要件 

 認可に当たっては、次の４つの要件を満たす必要があり、申請書類等により

市長が要件を満たしているか審査します。これまで一定の活動実績のある基盤



4 
 

のしっかりした自治会は、ほぼこれらの要件を満たす基礎は備わっていると考

えられますが、規約の見直しなど、多くの場合ある程度の作業が必要になって

きます。 

 

①地縁による団体の存する区域の住民相互の連絡、環境の整備、集会施設の維持

管理等良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動を行うこと

を目的とし、現にその活動を行っていると認められること。 

 

地域的な共同活動とは、清掃・美化活動、防犯・防災活動、集会所の管理運営

や親睦行事など、一般的な自治会・町内会活動のことです 

 

②その区域が、住民にとって客観的に明らかなものとして定められていること。

この区域は、当該地縁による団体が相当の期間にわたって存続している区域

の現況によらなければならないこと。 

 

 これは現に存在する自治会・町内会が、第三者から見ても明らかなように客観

的な区域を定めていることが必要だということです。 

 

③その区域に住所を有する全ての個人は、構成員となることができるものとし、

その相当数の者が現に構成員となっていること。 

 

 従来の自治会・町内会では、世帯が構成単位となっている場合が大半ですが、

認可地縁団体では個人が構成単位となります。区域内に住んでいる全ての個

人は、構成員となることが出できる必要があります。この「全ての個人」とは、

区域に住所を有する個人であれば年齢・性別・国籍などの条件を付すことはで

きないという意味です。また、相当数とは区域の全住民が構成員となる必要は

ありませんが、概ね過半数が構成員である必要があります。構成員の単位が個

人に変わるため、総会の際には個人単位で議事に対する賛否を表決すること

になります。 

 

④規約を定めていること。規約中には、次の事項が定められていること。 

 ・目的                ・代表者に関する事項 

 ・名称                ・会議に関する事項 

 ・区域                ・資産に関する事項 

 ・主たる事務所の所在地         

 ・構成員の資格に関する事項       



5 
 

２．認可申請手続き 

認可申請の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 新たに地縁による団体として認可を受ける場合、上記のような流れで手続きを進めてい

いきます。次に、個別のステップについて、順番にみていきましょう。 

 

（１）地域で認可申請の話し合い 

 

  まずは、認可に向けて地域の方々で慎重に話し合いを進めていただく必要 

があります。特に構成員の単位が世帯である団体が認可地縁団体となりますと、 

構成員が個人単位になり運営方法が大きく変わる部分が出てきますので、今後 

の活動に支障が出ないように自分の住む地域のために念入りに協議して下さ 

い。 

 

（２）市へ事前相談 

  市の担当者が認可地縁団体に向けて手続きの一連の流れの説明をします。 

  この部分で、認可にあたっての疑問点を解消していただくとともに、各自治

会・町内会固有の事情等がある場合、よくご説明ください。 

自治会・町内会 市 

（３）認可申請の準備・市の担当者と打ち合わせ 

（２）市へ事前相談 

（１）地域での話し合い 

（４）総会 

（５）認可申請書類の提出 （６）申請書類の審査 

（７）認可・告示 
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（３）認可申請の準備・市の担当者と打ち合わせ 

  認可に向けて総会で下記事項の決議が必要となりますので、市の担当者へ

相談しながら準備してください。特に規約については必要な事項を入れる

ことが法律で定められていることから、必ず事前に相談していただくよう

お願いします。 

  ・規約（会則）改正案の作成･･･＜サンプル P１７＞ 

  ・団体構成員名簿の作成･･･＜様式 P３１＞ 

  ・保有資産目録の作成･･･＜様式 P３２＞ 

  ・代表者の調整 

  ・当該区域の確定 

 

（注）集会所（自治会館や公民館等の名称のものを含む）以外の資産をお持ちで、団体

名義での登記を行う場合、市担当者との打ち合わせの際に必ずお知らせください。 

 

（４）総会（設立総会）の開催 

  従来の規約に従って開会し、下記の項目を議決する必要があります。必ず総

会での決議となりますので役員会などの決議では認められません。また、総

会後には議事録を作成していただく必要があります。この総会は、定例の総

会であっても、また認可のために招集した臨時総会であってもかまいませ

ん。 

 

   （設立総会での議決事項例） 

  ・認可の決議 

・規約改正 

・代表者の選出 

・役員の選出 

  ・構成員の確定 

   （保有財産の登記を行う場合） 

  ・保有財産の確定 

  ・資産の登記名義変更 

 

 

※議事録の作成時の注意事項 

総会議事録には、議長及び２名以上の議事録署名人の署名・押印をお願いし

ます。議事録例（P２5）を参考にして下さい。 
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（５）認可申請書類の提出 

  次の書類を揃えて市へ提出して下さい。 

  ・認可申請書･･･＜様式 P３0＞ 

  ・規約･･･＜規約例 P17＞ 

  ・認可を申請することについて総会で議決したことを証する書類 

   （議事録署名人２名と議長の署名押印のある総会議事録の写し） 

＜サンプル P２５・P２６＞ 

・構成員の名簿･･･＜様式 P３１＞ 

  ・保有資産目録･･･＜様式 P３２～３３＞ 

  ・事業報告書、決算書、事業計画書、予算書 

  ・申請者が代表者であることを証する書類（就任承諾書）･･･＜様式 P３４＞ 

  ・自治会区域図 

 

（６）申請書類の審査 

  認可要件を満たしているか書類審査します。審査期間は概ね２週間から１

ヶ月程度かかります。場合により、書類の補正をお願いする場合や、追加資

料の提出をお願いする場合もあります。 

 

（７）認可・告示 

  認可要件が満たされていると認められる場合は市長が認可し、その旨を告

示します。この告示をもって法人登記に代えることとなりますので、法務局

等での法人登記は不要です。告示事項は以下のとおりです。 

・名称 

・規約に定める目的 

・区域 

・事務所 

・代表者の氏名及び住所 

・裁判所による代表者の職務執行の停止の有無並びに職務代行者の選任の 

 有無（職務代行者が選任されている場合は，その氏名及び住所） 

・代理人の有無（代理人がある場合は、その氏名及び住所） 

・規約に解散の事由を定めたときは，その事由 

・認可年月日 

  認可後は自治会・町内会で保有している不動産、不動産に関する権利の登記

を団体名義へと変更することができます。手続きについては以下の手順と

なります。 

  ①市へ認可地縁団体印鑑の印鑑登録を行う。 
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・認可地縁団体印鑑登録申請書･･･＜様式 P３７＞ 

（申請書には代表者個人実印、団体印押印） 

・代表者実印の印鑑登録証明書･･･＜市民窓口課にて交付＞ 

※ただし、下記のような印鑑は団体印として登録できません。 

・ゴム印その他変形しやすいもの 

・印影が１辺８mm 以下の正方形に収まるもの又は３cm 以上の正方形

に収まらないもの 

・印影を鮮明に表しにくいもの 

②市へ以下の証明書の交付申請（１通につき３００円） 

・認可地縁団体証明書交付申請書･･･＜様式 P３８＞ 

（代表者本人の個人実印、団体登録印押印、代表者実印の印鑑登録証明書） 

 

証明書の発行には数日かかりますので、証明書は後日に送付いたします。 

  ③法務局へ不動産の登記 

    法務局へ登記する際に必要な書類に関しましては、法務局へ直接お問

い合わせください。 

     

 

 

 

 

 

    また認可を受けますと、法人となりますので、所轄の税務署・都道府県、

市町村に法人設立届（法人設立申告書）の提出が必要となります。６．認

可地縁団体の税法上の措置（P１３）とあわせてご覧頂き、必要な手続き

をお願いします。 

３．運営中の留意事項 

自治会等の地縁団体が認可を受けたとしても市の監督・指導を受けるわけで

はなく、従来どおり市との関係は変わらないため、地域のことは地域で良く

していこうという自治の精神は尊重されます。 

しかし、運営に際して下記の事項を守っていただく必要があります。 

 （１）告示事項に変更があったとき、市長に届け出ること 

 

 

 

【問い合わせ窓口】 

〒６３４－００７８ 

橿原市八木町１－６－１２ 

奈良地方法務局 中和支局 

℡：０７４４－２２－３０４５ 
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   【必要書類】 ・告示事項変更届出書（代表者の実印・団体印押印） 

＜様式 P４０＞ 

          ・総会議事録写し 

          ・団体印 

          ・代表者の実印（印鑑登録のしてあるもの） 

          ・代表者実印の印鑑登録証明書･･･＜市民窓口課にて交付＞ 

         （かしはら市民カードを持参いただくと、市で公用として用意します。） 

          ・代表者変更の場合は就任承諾書＜様式 P３４＞ 

          ・その他、個別に指示する書類 

 

 （２）規約を変更するときは市長の認可を受けること 

 

   規約の変更は、市長の認可を受けて初めて効力を生じます。規約変更の必

要が生じた場合、総会を開く前に必ず市へご相談ください。 

 

   【必要書類】 ・規約変更認可申請書（代表者の実印・団体印押印） 

＜様式 P４１＞ 

          ・規約変更の内容及び理由を記載した書類 

          ・総会議事録写し･･･＜サンプル P２５＞ 

          ・代表者実印の印鑑登録証明書･･･＜市民窓口課にて交付＞ 

         （かしはら市民カードを持参いただくと、市で公用として用意します。） 

 

 （３）年度終了時に財産目録を作成し、主たる事務所に備え置くこと 

 （４）構成員に変更があれば名簿を更新し、主たる事務所に備え置くこと。 

 （５）代表者は少なくとも毎年１回、通常総会を開催すること。 

       （総会資料及び議事録を、市へご提出下さい。） 

 （６）代表者が職務上第三者に加えた損害を賠償する責任を負うこと 

 （７）正当な理由なく、区域に住所を有する個人の加入を拒まないこと 

 （８）構成員に対し不当な差別的取扱いをしないこと 

 （９）特定の政党のために活動しないこと 

 

⇒市長は認可地縁団体が認可の要件を欠いたとき、不正な手段により認可を受

けたときは、調査のうえ、その認可を取り消すことがあります。 

 

 

 



10 
 

４.登記手続にかかる留意事項と特例措置 

 

 地縁による団体が、市長の認可を受け、団体名義で不動産等の登記を行えるこ

とは既に解説しました。 

 認可を受ける前に、代表者や役員などの個人名義で登記を行っていた団体の

不動産等については、「委任の終了」を登記原因として、管轄の法務局で登記手

続きをとることになります。 

 

ところが近年、新たな問題として、認可を受ける前の相当の期間に複数の名義

により登記が行われており、かつ既に登記名義人の一部が亡くなって相続登記

が行われていない場合など、すでに登記義務者が判明しないケースにおいて、不

動産登記法第６０条の共同申請を行うための手続きをとることが非常に難しい

ことが問題視されるようになりました。 

 地縁団体の関係者があらためて登記義務者を探すための調査を行ったりする

能力には限界があると考えられるからです。 

 そこでこのような場合に、特例措置として、地方自治法の規定に基づいて一定

の要件を満たした認可地縁団体が、市町村長の行う手続きを経て証明書の発行

をうけることで、単独で登記の申請ができる道が開かれました。 

 

 ＜認可地縁団体が登記の特例措置の適用を受けるための要件＞ 

  ①不動産を有していること 

  ②不動産を１０年以上所有の意思をもって平穏かつ公然と占有しているこ

と 

  ③不動産の表題部所有者又は所有権の登記名義人の全てが認可地縁団体の

構成員又はかつて認可地縁団体の構成員の構成員であった者であること 

  ④不動産の登記関係者（表題部所有者、所有権の登記名義人、これらの相続

人）の全部又は一部の所在が知れないこと。 

 

 ・特例措置の適用を受けるための手続きの流れ 

 

 ①所有不動産の登記移転等に係る公告申請書に、必要な書類を添えて、市に

提出してください。 

 

添付書類として必要になる書類とは、該当不動産が、地縁団体の所有に属

するものかを疎明する書類です。個別にご相談ください。 
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  ②市長は、申請書類により、不動産の登記の特例措置を適用すべき要件を満

たしているが審査し、満たしていると判断した場合には、申請を行った認

可地縁団体がその所有する不動産の所有権の保存又は移転の登記をする

ことについて異議のある者は、当該市町村長に対し、異議を申したてるべ

き旨の公告を行います。 

 

③３ヶ月以上の公告の期間内に異議の申立てが無かった場合 

この場合、認可地縁団体が不動産の所有権の保存又は移転の登記をする

ことについて登記関係者の承諾があったとみなされ、認可地縁団体は市

町村長から公告をしたこと及び登記関係者が公告の期間内に異議を申し

述べなかった旨を証明する証明書を交付します。 

これにより、認可地縁団体は市町村長は当該団体を認可した日付をもっ

て「委任の終了」があったとして登記手続きをとることになります。 

なお、登記の際に添付する「登記原因を証する」書類は、市町村長が作成

した地縁団体台帳の写しとなります。 

 

  ④３ヶ月以上の公告の期間内に異議の申立てがあった場合 

   この場合、市町村長より、異議を申し述べた登記関係者等の氏名・住所・

理由が認可地縁団体に通知され、公告による手続きは中止されます。 

   この後、当事者間で話し合いをおこなっていただくことになります。 

 

５．認可の取消し・解散とその後の手続き 

 

・認可地縁団体が解散・清算となる場合 

 

そして次の場合には、法人として解散することとなり清算、又は破産手続き

に入ることになります。 

 

（１）規約で定めた解散事由の発生  

（２）破産手続開始の決定  

（３）地方自治法第260条の2第14項の規定により、認可を受けた地縁に

よる団体が第2項各号に掲げる要件のいずれかを欠くこととなった

とき、又は不正な手段により認可を受けたときに、市長がその認可

を取り消した場合  

（４）地方自治法第260条の21の要件を満たす総会の議決  
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（５）構成員の欠乏 

 

 なお、破産手続開始の決定による場合を除き、清算人には代表者がつくこと

になります。また規約で別段の定めをしたり、総会において代表者以外の者を

選任した場合は、代表者以外のものが清算人となることも可能です。 

 また、解散した認可地縁団体であっても、清算の目的の範囲内において、そ

の清算が終了するまでは団体はなお存続するものとみなされます。 

 

・残余財産の行方 

 

 さて、清算後、残余財産が発生した場合、そのように処理されるのでしょう

か。まずは、規約であらかじめ定めがある場合は、その定めに従い、指定した

者に帰属することになります。 

 規約であらかじめ残余財産の権利の帰属者を指定せず、又はその帰属者を指

定する方法を定めなかった場合は、代表者は、市町村長の認可を得て、当該認

可地縁団体の目的に類似する目的のためにその財産を処分することができま

す。ただし、この場合、総会の議決が必要です。 

 ここで、当該認可地縁団体の目的に類似する目的のために財産を処分すると

は、たとえば「良好な地域社会に維持及び形成に資する地域的な共同活動を行

う」ことを目的とする近接する自治会や町内会に財産を寄付するような行為を

指すものと考えられます。 

 そして、これらのいずれの方法でも残余財産の処分が出来ない場合には、最

終的に当該財産は市町村長に帰属することになります。 

 

・清算終了の届出 

 

 認可地縁団体の清算が終了したときは、清算人は、その旨を市町村長に届け

出なければなりません。 
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６．認可地縁団体の税法上の措置 

 

地縁による団体は認可をうけると税務上どのような取扱いとなるのか、特に

関係する主要な税目について説明します。 

 

 なお、認可をうける前に自治会等が所有していた不動産等を、認可を受けた地

縁による団体の所有名義とする際には、無償譲渡である限り譲渡所得について

は課税は発生しません。 

 

・法人市民税 

 法人市民税とは、市内に事務所・事業所・寮などを持っている法人に課される

税金です。法人市民税は、資本金等の規模及び市内の従業員の人数によって金額

が決定される「均等割」と、法人税（国税）の税額に一定の割合（8.4％）を乗

じて金額が決定される「法人税割」の合計が税額となります。 

 法人税（国税）は収益事業を行い、収益を上げている法人にしか課税されない

税金ですから、原則として収益事業を行うことを目的としない認可地縁団体に

法人市民税の法人税割が課税されることはありません。 

 また、均等割についても、橿原市税減免取扱要綱（平成１４年橿原市告示第１

０８号）第７条の規定に基づき、申請によって減免を受けることができます。 

 減免を受けるためには、毎年所定の時期に市民税課の窓口にて手続きが必要

になります。 

  （お問い合わせ先：橿原市役所市民税課 法人市民税担当） 

 

・固定資産税／都市計画税 

 固定資産税は、毎年１月１日現在、土地や家屋といった固定資産を所有してい

る人（法人含む）に資産に応じて課税される税金です。また都市計画税は、同様

に毎年１月１日現在、市街化区域内に土地、家屋などの資産を持つ場合に課税さ

れる税金です。 

 認可地縁団体は、そもそも地縁による団体が保有する資産を適正に保有する

ことを目的とする法人ですから、この固定資産税／都市計画税の課税対象とな

りえる資産を持っている場合が普通であると考えられます。 

 ただし、橿原市では、橿原市税減免取扱要綱（平成１４年橿原市告示第１０８

号）第１０条の規定に基づき、公共的な目的に使用される資産であれば、固定資

産税／都市計画税が申請により減免される場合があります。 
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 認可地縁団体が所有する固定資産で、公共的な用に供するものの代表例とし

て集会所（公民館や自治会館などの名称のものも含む）があります。この場合、

集会所用地、建物（７５０㎡まで）、駐車場施設用地（５００㎡まで）が減免対

象となり、申請書に位置図、分筆図、建物図面、そのほか指示された書類を添付

して、橿原市役所資産税課に減免申請する必要があります。 

 また、集会所以外で公共的な用途に使用している資産があり、固定資産税／都

市計画税の減免対象となるか否かすぐに判断できない場合は、申請により個別

の判断を行います。具体的には、実際に市が現地の現況を調査するなどして最終

的に減免対象となるかが決定されます。 

 減免は、税金の納期限の一週間前までが申請期限となります。申請にあたり、

事前に資産税課窓口でよく相談を行うことが必要です。 

  （お問い合わせ先 橿原市役所資産税課） 

 

・不動産取得税 

 認可地縁団体の制度目的からして、新たに不動産を取得する場合も大いに考

えられますが、不動産を取得すれば不動産取得が課税されます。 

 不動産取得税の税額は原則として次のとおりです。 

 

  不動産取得税額＝不動産の価格（課税標準額＝固定資産評価額）×税率 

 

 詳しくは、奈良県中南和県税事務所（橿原市常盤町６０５－５ 橿原総合庁

舎内 ℡：０７４４－４８－３００１）までお問い合わせください。 

 

 

・法人県民税 

 法人県民税は、県内に事務所、事業所等がある法人に対して課税される税金

で、「均等割」と「法人税割」の合計が税額となります。原則として法人市民

税と同様の考え方が適用されており、収益事業を行わない限り課税が発生する

ことはありません。 

 

 詳しくは、奈良県中南和県税事務所（橿原市常盤町６０５－５ 橿原市総合

庁舎内 ℡：０７４４－４８－３００１） 
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・法人事業税・特別法人事業税 

 都道府県税である法人事業税は、事業を行い所得が発生している法人に課税

される税金です。ただし、一般的に収益事業を行わない認可地縁団体であれ

ば、この税金について関係する場合は少ないと思われます。令和元年に地域間

の税源偏在を是正する目的で創設された国税の特別法人事業税についても、同

様の考え方です。 
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７．Ｑ＆Ａ集 

Q1.認可地縁団体になるメリットはなんですか？ 

  法人としての手続きや活動ができるようになるので、運営の幅が広がりま

す。その中でも、自治会・町内会等の不動産などの財産を団体名義で登記

できるようになることが最も大きなメリットです。団体名義で登記を行う

ことができると、勝手に財産を処分されたり、登記名義者が変更するたび

に登記し直したりといった自治会・町内会等の財産の制約をなくすことに

より、長く安定して財産を管理して頂くことができるようになります。 

 

Q2.認可地縁団体になると私たちの生活の何が変わるの？ 

  以前は構成員を世帯単位としている団体が多いと思いますが、認可地縁団

体になりますと構成員の単位が世帯から個人へと変わります。したがって

大きく変わるのは、総会時において従来に対象となっていなかった個人の

方が出欠の有無を問われることとなります。 

その他には全てが個人単位になるわけではなく会費や団体での活動など世帯

単位としても差し支えはがない場合もあります。ただし、会費等につきまし

ては規約の中で定めておく必要があります。基本的には従来どおり自治の精

神が尊重されますので、活動が大きく変わることはありません。 

 

Q3.未成年者でも構成員の対象となるのですか？ 

  認可地縁団体の構成員の対象は区域に住所を有する個人であれば年齢・性

別・国籍などの条件を付すことはできないことになります。つまり、生ま

れたばかりの子どもであってもその対象となります。しかし認可地縁団体

の構成員はその区域に住む全ての個人の過半数を超えていれば要件は満た

すことができますので、対象にはなりますが必ずしも構成員にならなけれ

ばいけないわけではありません。 

 

Q4.未成年者の表決はどのようにするのですか？ 

 未成年者でもその構成員の対象として除外することができませんので、構

成員である場合は民法の定めるところにより、表決権の行使が行われるこ

ととなります。 

 

Q5. 認可地縁団体同士で合併ができるようになったようだが？  

  市内の認可地縁団体同士であれば総会の決議を経て、合併することができ 
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るようになります（令和５年４月１日施行）。この場合においても、市長の認

可を受ける必要があります。 

 

Q6. 土地改良区から認可地縁団体への組織変更制度ができたようだが？ 

小規模な土地改良区が、地域の実情に応じて継続可能な体制へ移行する場合

に、県知事の認可を受け、地縁認可団体へ組織変更できる仕組みが創設されま

した。（令和５年４月１日施行） 

 

８．自治会規約案 

○○自治会（町内会）規約（会則） 

 

第 1 章 総則 

（目的） 

第１条 本会は、以下に掲げるような地域的な共同生活を行うことにより、良好

な地域社会の維持及び形成に資することを目的とする。 

（1）回覧板の回付等区域内の住民相互の連絡 

（2）美化・清掃等区域内の環境の整備 

（3）集会施設の維持管理 

（4）○○○○○○○○○○○ 

（5）○○○○○○○○○○○ 

（名称） 

第 2条 本会は、○○○会と称する。 

（区域） 

第 3 条 本会の区域は、橿原市○○町△番×号から△△番××号までの区域と

する。 

（主たる事務所） 

第 4条 本会の主たる事務所は、奈良県橿原市○○町△番×号に置く。 

 

第 2 章 会員 

（会員） 

第 5条 本会の会員は、第 3条に定める区域に住所を有する個人とする。 

（会費） 

第 6条 会員は、総会において別に定める会費を納入しなければならない。 

（入会） 
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第 7 条 第 3 条に定める区域に住所を有する個人で本会に入会しようとする者

は、○○に定める入会申込書を会長に提出しなければならない。 

2 本会は、前項の入会申込みがあった場合には、正当な理由なくこれを拒んで

はならない。 

（退会等） 

第 8条 会員が次の各号の 1に該当する場合には退会したものとする。 

（1）第 3 条に定める区域内に住所を有しなくなった場合 

（2）本人により○○に定める退会届が会長に提出された場合 

2 会員が死亡し、又は失踪宣告を受けたときは、その資格を喪失する。 

 

第 3 章 役員 

（役員の種別） 

第 9条 本会に、次の役員を置く。 

（1）会長     1 人 

（2）副会長    ○人 

（3）その他の役員 ○人 

（4）監事     ○人 

（役員の選任） 

第 10 条 役員は、総会において、会員の中から選任する。 

２ 監事と会長、副会長及びその他の役員は、相互に兼ねることはできない。 

（役員の職務） 

第 11 条 会長は、本会を代表し、会務を総括する。 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、

会長があらかじめ指名した順序によって、その職務を代行する。 

３ 監事は、次に掲げる業務を行う。 

（1）本会の会計及び資産の状況を監査すること。 

（2）会長、副会長及びその他の役員の業務執行の状況を監査すること。 

（3）会計及び資産の状況又は業務執行について不整の事実を発見したときは、

これを総会に報告すること。 

（4）前号の報告をするために必要があると認めるときは、総会の招集を請求す

ること。 

（役員の任期） 

第 12 条 役員の任期は、○年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 補欠により選任された役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 役員は、辞任又は任期満了の後においても、後任者が就任するまでは、その

職務を行わなければならない。 
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第 4 章 総会 

（総会の種別） 

第 13 条 本会の総会は、通常総会及び臨時総会の２種とする。 

（総会の構成） 

第 14 条 総会は、会員をもって構成する。 

（総会の機能） 

第 15 条 総会は、この規約に定めるもののほか、本会の運営に関する重要な事

項を議決する。 

（総会の開催） 

第 16 条 通常総会は、毎年度決算終了後○か月以内に開催する。 

2 臨時総会は、次の各号の 1 に該当する場合に開催する。 

（1）会長が必要と認めたとき。 

（2）全会員の 5分の 1以上から会議の目的たる事項を示して請求があったとき。 

（3）第 11 条第 3項第 4号の規定により監事から開催の請求があったとき。 

（総会の招集） 

第 17 条 総会は、会長が招集する。 

2 会長は、前条第 2項第 2号及び第 3号の規定による請求があったときは、そ

の請求があった日から、○日以内に臨時総会を招集しなければならない。 

3 総会を招集するときは、会議の目的たる事項及びその内容並びに日時及び場

所を示して、開会の日の○日前までに文書をもって通知しなければならない。 

（総会の議長） 

第18条 総会の議長は、その総会において、出席した会員の中から選出する。 

（総会の定足数） 

第 19 条 総会は、会員の 2 分の 1以上の出席がなければ、開会することができ

ない。 

（総会の議決） 

第 20 条 総会の議事は、この規約に定めるもののほか、出席した会員の過半数

をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

（会員の議決権） 

第 21 条 会員は、総会において、各々1箇の表決権を有する。 

2 次の事項については、前項の規定にかかわらず、会員の表決権は、会員の所

属する世帯の会員数分の 1とする。 

（1）○○○○○○○ 

（2）××××××× 

（総会の書面表決等） 
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第 22 条 止むを得ない理由のため総会に出席できない会員は、あらかじめ通知

された事項について書面をもって表決し、又は他の会員を代理人として表決

を委任することができる。 

2 前各項の場合における第 19 条及び第 20 条の規定の適用については、その会

員は出席したものとみなす。 

（総会の議事録） 

第 23 条 総会の議事については、次の事項を記録した議事録を作成しなければ

ならない。 

（1）日時及び場所 

（2）会員の現在数及び出席者数（書面表決者及び表決委任者を含む） 

（3）開催目的、審議事項及び議決事項 

（4）議事の経過の概要及びその結果 

（5）議事録署名人の選任に関する事項 

2 議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人 2人以上が

署名押印をしなければならない。 

 

第 5 章 役員会 

（役員会の構成） 

第 24 条 役員会は、監事を除く役員をもって構成する。 

（役員会の権能） 

第 25 条 役員会は、この規約で別に定めるもののほか、次の事項を議決する。 

（1）総会に付議すべき事項 

（2）総会の議決した事項の執行に関する事項 

（3）その他総会の議決を要しない会務の執行に関する事項 

（役員会の招集等） 

第 26 条 役員会は、会長が必要と認めるとき招集する。 

2 会長は、役員の○分の 1以上から会議の目的である事項を記載した書面をも

って招集の請求があったときは、その請求のあった日から○日以内に役員会を

招集しなければならない。 

3 役員会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した

書面をもって、少なくとも○日前までに通知しなければならない。 

（役員会の議長） 

第 27 条 役員会の議長は、会長がこれに当たる。 

（役員会の定足数等） 

第 28 条 役員会には、第 19 条、第 20 条、第 22 条及び第 23 条の規定を準用す

る。この場合において、これらの規定中「総会」とあるのは「役員会」と、「会
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員」とあるのは「役員」と読み替えるものとする。 

 

第 6 章 資産及び会計 

（資産の構成） 

第 29 条 本会の資産は、次の各号に掲げるものをもって構成する。 

（1）別に定める財産目録記載の資産 

（2）会費 

（3）活動に伴う収入 

（4）資産から生ずる果実 

（5）その他の収入 

（資産の管理） 

第 30 条 本会の資産は、会長が管理し、その方法は役員会の議決によりこれを

定める。 

（資産の処分） 

第 31 条 本会の資産で第 29 条第 1 号に掲げるもののうち別に総会において定

めるものを処分し、又は担保に供する場合には、総会において○分の△以上の

議決を要する。 

（経費の支弁） 

第 32 条 本会の経費は、資産を持って支弁する。 

（事業計画及び予算） 

第 33 条 本会の事業計画及び予算は、会長が作成し、毎会計年度開始前に、総

会の議決を経て定めなければならない。これを変更する場合も、同様とする。 

2 前項の規定にかかわらず、年度開始後に予算が総会において議決されていな

い場合には、会長は、総会において予算が議決される日までの間は、前年度の

予算を基準として収入支出することができる。 

（事業報告及び決算） 

第 34 条 本会の事業報告及び決算は、会長が事業報告書、収支決算書、財産目

録等として作成し、監事の監査を受け、毎会計年度終了後 3 月以内に総会の

承認を受けなければならない。 

（会計年度） 

第 35 条 本会の会計年度は、毎年○月○日に始まり、△月△日に終わる。 

 

第 7 章 規約の変更及び解散 

（規約の変更） 

第 36 条 この規約は、総会において総会員の 4 分の 3 以上の議決を得、かつ、

橿原市長の認可を受けなければ変更することはできない。 
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（解散） 

第 37 条 本会は、地方自治法第 260 条の 20 の規定により解散する。 

2 総会の議決に基づいて解散する場合は、総会員の 4分の 3以上の承諾を得な

ければならない。 

（残余財産の処分） 

第 38 条 本会の解散のときに有する残余財産は、総会において総会員の○分の

△以上の議決を得て、本会と類似の目的を有する団体に寄付するものとする。 

 

第８章 雑則 

（備付け帳簿及び書類） 

第 39 条 本会の事務所には、規約、会員名簿、認可及び登記等に関する書類、

総会及び役員会の議事録、収支に関する帳簿、財産目録等資産の状況を示す書

類その他必要な帳簿及び書類を備えておかなければならない。 

（委任） 

第 40 条 この規約の施行に関し必要な事項は、総会の議決を経て、○○が別に

定める。 

 

附 則 

１ この規約は、○年○月○日から施行する。 

２ 本会の設立初年度の事業計画及び予算は、第 33 条の規定にかかわらず、設

立総会の定めるところによる。 

３ 本会の設立初年度の会計年度は、第 35 条の規定にかかわらず、設立認可の

あった日から△年△月△日までとする。 

  



23 
 

９．自治会役員向け各種書類サンプル 

                           

○○年○○月○○日 

自治会会員 各位 

                          ○○自治会 

                          会長 ○○ ○○ 

 

        ○○自治会臨時総会開催のお知らせ（通知） 

 

 平素より、○○自治会の活動にご理解・ご協力頂き、ありがとうございま

す。 

 さて、このたび当自治会では、会則第○条の規定に基づき、臨時総会を開催

することになりました。 

 今回の臨時総会では、当自治会の法人化について必要な決定を行うことにな

っています。この決定は、地方自治法第２６０条の２の規定に基づき、当会を

これまでの任意団体から、市町村長の認可により法人格をもった団体に変更す

るためのものです。 

 この変更が実現しますと、集会所の土地をはじめとする当自治会の財産が、

自治会名義で登記可能となり、従来までの代表者名での登記や、役員による共

同登記といった複雑な手続きから解放されます。 

 みなさんの自治会にとって大切な決定になりますので、ご多忙中おそれいり

ますが万障お繰り合わせのうえ、ご出席ください。 

 なお、当日ご都合のつかない方は、別紙の委任状（議決を委任する場合）又

は表決書（臨時総会に出席せずに、議決に文書で参加する場合）を○○月○○

日までに、○○○○までご提出ください。 

 

記 

 

 １．開催日時    ○○年○○月○○日  午後○○時から 

 
 ２．場所      ○○集会所会議室 

 
（注）別紙総会次第及び議案をあらかじめご確認ください。 

 
以上 
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令和○○年度 ○○自治会臨時総会次第 

 
 
                       日時：○○年○○月○○日 

 
１．臨時総会成立確認 

 
１．開会のことば 

 
１．会長あいさつ 

 
１．議長・議事録署名人（２名）の選出 

 
１．議案 

 
 議案第 １号  地縁による団体の認可申請について 
 議案第 ２号  認可申請に係る会の代表者について 
 議案第 ３号  新規約（案）の承認について 
 議案第 ４号  構成員の確定について 
 議案第 ５号  財産目録の確認と承認について 
 議案第 ６号  別枠資産の承認について 
 （保有財産の登記を行う場合） 
 議案第 ７号  資産の名義変更について 

 
１．閉会のことば 

 
 
 
 各議案の詳細については、別紙資料をご覧ください。 
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           ○○自治会臨時総会議事録 

 
１．日時   ○○年○○月○○日   午後○○時開会 

 
２．場所   ○○集会所会議室 

 
３．会員の現在数      ○○人     

出席者数○○人 
     （内訳：出席者○○名、委任状提出者○○名、表決書提出者○○名） 

 
４．開催の目的   

 
 審議事項 議案第１号  地縁による団体の認可申請について 
      議案第２号  認可申請に係る会の代表者について 
      議案第３号  新規約（案）の承認について 
      議案第４号  構成員の確定について 
      議案第５号  財産目録の確認と承認について 
      議案第６号  別枠資産の承認について 
      （保有財産の登記を行う場合） 
      議案第７号  資産の名義変更について 

 
５．議事の経過の概要及び決議事項 

 
 定刻に会議は開始され、○○○○より現在の会員数及び出席者、また出席者

の内訳として実出席者数、委任状提出者数、表決書提出者数の報告があり、規約

に基づき臨時総会が成立している旨の発表がなされた。○○の開会宣言に続き

会長の挨拶がおこなわれ、議長の選任手続きに移った。出席者の○○○○より、

議長に○○○○を推したい旨の発言があり、これについて賛否を諮ったところ、

出席者全員から異議なしとして拍手が起こったため、○○○○を議長に選任し

た。議長は議事録署名人２名の選任について諮ったところ、○○○○から○○

○○と○○○○が適任であるとの声があがり、賛否について諮ったところ、出

席者全員から異議なしとして拍手が起こったため、○○○○と○○○○を議事

録署名人に選任した。 

  
 つづいて議長は議案○件を上程し、議事の審議に入った。 
 議案第１号 地縁による団体の認可申請について 
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 当会を地方自治法に基づく地縁による団体として橿原市長あてに認可を求め

ることについて説明し、諮ったところ、○○○○より、認可の申請についての手

順に関する質問があり、議長は役員の○○○○に認可の手順及びスケジュール

についての説明を求めた。○○○○の説明が終了したあと、議長はさらに質疑

はあるかとたずねたところ、発言がなかったため、挙手の方法により決がとら

れた。すると満場一致で承認となった。 
 議案第２号 認可申請に係る会の代表者について 
 当会を地方自治法に基づく地縁による団体として認可申請するにあたり、団

体の代表者を現会長の〇〇〇〇氏が就任することについて説明し、諮ったとこ

ろ、質疑等はなく、満場一致で承認となった。 
 議案第３号 新規約（案）の承認について 
 当会を地方自治法に基づく地縁による団体として認可申請するにあたり、認

可要件を満たす規約とするために現行の規約を廃止し、新たに規約を制定する

ことについて、議長は役員の○○○○に説明を求め、○○○○の説明のあと諮

ったところ、質疑等は特になく、原案のとおり満場一致で承認された。 
 議案第４号 構成員の確定について 
 当会の新規約の制定と、地縁による団体としての認可の申請に際し、当初の

構成員となる者について、別紙構成員名簿を提示して諮ったところ、質疑等は

なく満場一致で承認された。 
       ・ 
 （以下、途中省略） 
       ・ 
 以上をもち、予定された全ての議事の審議が終了し、議長は午後○○時○○

分、閉会を宣言した。 

 
 本臨時総会の議事の経過概要及びその結果を明確にするため、本議事録を作

成し、議長並びに議事録署名人は次のとおり署名押印する。 

 
                ○○年○○月○○日 

 
                    議   長   ○○ ○○ 

 
                    議事録署名人  ○○ ○○ 

 
                    議事録署名人  ○○ ○○ 
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○○自治会臨時総会委任状 

 
○○自治会長殿 

 
私は○○自治会臨時総会の審議事項において         に一任します。 

 
○○年○○月○○日 

 
住所：          

                      氏名：        ㊞ 
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○○自治会臨時総会 書面表決書 

 私は、○○年○○月○○日開催の○○自治会臨時総会の審議事項等について、

下記のとおり表決します。 
記 

  １．議長選任・初期選出（議事録署名人２人） 

 ・「議長に       を、議事録署名人に        

並びに     を選任する」 

 ・「       に一任する」 

 議案第 １号  地縁による団体の認可申請について 
         【原案に賛成する・原案に反対する】 

 
 議案第 ２号  認可申請に係る会の代表者について 
         【原案に賛成する・原案に反対する】 

 
 議案第 ３号  新規約（案）の承認について 
         【原案に賛成する・原案に反対する】 

 
 議案第 ４号  構成員の確定について 
         【原案に賛成する・原案に反対する】 

 
 議案第 ５号  財産目録の確認と承認について 
         【原案に賛成する・原案に反対する】 

 
 議案第 ６号  別枠資産の承認について 
         【原案に賛成する・原案に反対する】 

 
 議案第 ７号  資産の名義変更について 
         【原案に賛成する・原案に反対する】 

 
                         ○○年○○月○○日 
○○自治会長 殿 
                      住所：          
                      氏名：        ㊞ 

 
 ※記載事項を訂正する場合は、二重線で消し、訂正印を押してください。 
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○○自治会会長　殿

届出者住所   　                               

届出者            　                          ㊞

（届出者連絡先：　　　　　　　　　）

　次のとおり会員の入退会（異動）について届け出ます。

異動種別 氏名 住所 異動事由 異動年月日

入会・退会 　　○○町　　　番地
出生・転入・転出・死亡
・その他（　　　　　　）

 令和   　年   月   日

入会・退会 同　　　　所
出生・転入・転出・死亡
・その他（　　　　　　）

 令和   　年　月　日

入会・退会 同　　　　所
出生・転入・転出・死亡
・その他（　　　　　　）

 令和   　年　月　日

入会・退会 同　　　　所
出生・転入・転出・死亡
・その他（　　　　　　）

 令和   　年　月　日

入会・退会 同　　　　所
出生・転入・転出・死亡
・その他（　　　　　　）

 令和   　年　月　日

入会・退会 同　　　　所
出生・転入・転出・死亡
・その他（　　　　　　）

 令和   　年　月　日

入会・退会 同　　　　所
出生・転入・転出・死亡
・その他（　　　　　　）

 令和   　年　月　日

入会・退会 同　　　　所
出生・転入・転出・死亡
・その他（　　　　　　）

 令和   　年　月　日

※　世帯（家族）単位で異動がある場合も、該当者すべてご記入下さい。

※   届出者連絡先には、日中でも連絡のつく携帯電話番号等をご記入下さい。

○○自治会　入退会（異動）届
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申請書用様式（地方自治法施行規則第１８条関係） 

 
令和  年  月  日 

（あて先）橿原市長 

 
認可を受けようとする地縁による 
団体の名称及び主たる事務所の所在地 

 
                 名 称               _ 

 
                 所在地            _    

 
代表者の氏名及び住所 

 
                 氏 名               ㊞ 

 
                 住 所                 

 

認 可 申 請 書 

 
地方自治法第２６０条の２第１項の規定により、地域的な共同活動を円滑に行うた

め認可を受けたいので、別添書類を添えて申請します。 

 
 
（別添書類） 
１ 規約 
２ 認可を申請することについて総会で議決したことを証する書類 
３ 構成員の名簿 
４ 良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動を現に行なっているこ

とを記載した書類 
５ 申請者が代表者であることを証する書類 

 
 

１０．申請様式集 
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構 成 員 名 簿 
 

令和  年  月  日現在 
    

頁中  頁 
   

氏  名 住  所 

 橿原市 

  

  

  

  

  

  

  

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

地縁による団体名  
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保  有  資  産  目  録 

         

令和  年  月  日現在 

         

団体の名称             自治会 

         

１ 不 動 産 

（１）所有権を有する不動産       

  ア 建物         

名   称 延床面積 所 在 地 

  

  

   

 

イ 土地         

地   目 面   積 所 在 地 

  

  

   

 

２ 不動産に関する権利等 

（１）所有権以外の権原により所有している不動産    

権   原 不動産の種類 所 在 地 

  

  

   

 

（２）地域的な共同活動を行なうためのその他の資産    

資 産 の 種 類 及 び 数 量 
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保  有  予  定  資  産  目  録 

         

令和  年  月  日現在 

         

団体の名称             自治会 

         

１ 不 動 産 

（１）所有権を有する不動産       

  ア 建物         

名   称 延床面積 所 在 地 

  

  

   

 

イ 土地         

地   目 面   積 所 在 地 

  

  

   

 

２ 不動産に関する権利等 

（１）所有権以外の権原により所有している不動産    

権   原 不動産の種類 所 在 地 

  

  

   

 

（２）地域的な共同活動を行なうためのその他の資産    

資 産 の 種 類 及 び 数 量 
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就 任 承 諾 書 

令和  年  月  日 

橿原市長   殿 

令和  年  月  日開催の第  通常総会において決議された   自

治会の役員就任について、就任することを承諾します。 

 

会 長（         ）住所                    

              氏名                  実印 

副会長（         ）住所                    

              氏名                  ○印  

副会長（         ）住所                    

              氏名                  ○印  

会 計（         ）住所                    

              氏名                  ○印  

監 事（         ）住所                    

              氏名                  ○印  

監 事（         ）住所                    

              氏名                  ○印  

理 事（         ）住所                    

              氏名                  ○印  

理 事（         ）住所                    

              氏名                  ○印  
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理 事（         ）住所                    

              氏名                  ○印  

理 事（         ）住所                    

              氏名                  ○印  

理 事（         ）住所                    

              氏名                  ○印  

理 事（         ）住所                    

              氏名                  ○印  

理 事（         ）住所                    

              氏名                  ○印  

理 事（         ）住所                    

              氏名                  ○印  

理 事（         ）住所                    

              氏名                  ○印  

理 事（         ）住所                    

              氏名                  ○印  

理 事（         ）住所                    

              氏名                  ○印  

理 事（         ）住所                    

              氏名                  ○印  

理 事（         ）住所                    

              氏名                  ○印  

理 事（         ）住所                    

              氏名                  ○印  
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令和  年  月  日 

橿原市長   殿 

 

住所                 

 

氏名                 

 

 

同  意  書 

 

 

私は、下記の不動産につきまして、登記簿名義人として 

             が行う地縁団体の申請に際し、 

認可後地縁団体に移転登記されることに同意します。 

 

建 
 

物 
名  称 延床面積 所 在 地 

   

土 
 

地 

地  目 面  積 所 在 地 
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様式第1号(第2条関係) 

認可地縁団体印鑑登録申請書 

橿原市長    殿   年  月  日 

登録しようとする

認可地縁団体印鑑 

認可地縁団体の

名 称 

  

  認可地縁団体の

事務所の所在地 

   丁目   番   号 

橿原市   町   番地の 

  
資

格 

  
氏

名 
  

印

鑑 

  

住

所 

  
生年

月日 

 年 月 日 
  

 上記のとおり認可地縁団体印鑑の登録を申請します。 

申請者 □本 人 住所 
橿原市     町                   

                            

    □代理人 氏名                          印  

（注意事項) 

1 この申請は、本人が自ら手続してください。代理人によるときは、委任の旨を証する

書面が必要です。 

2 登録しようとしている地縁団体印鑑を併せて提出してください。 

3 氏名の次には、当市において登録している個人の印鑑を押印してください。 

4 資格の欄には、代表者、職務代行者、仮代表者、特別代理人又は清算人のいずれかを

記載してください。 
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様式第3号(第4条関係) 

認可地縁団体印鑑登録証明書交付申請書 

 橿原市長    殿 令和  年  月  日 

登録されている

認可地縁団体印鑑 

認可地縁団体の 

名 称 

  

  認可地縁団体の 

事務所の所在地 

    丁目   番   号 

橿原市   町   番地の 

  
資

格 

  
氏

名 
  

印

鑑 

  

住

所 

橿原市     町 
生年

月日 

年  月  日 
  

 上記のとおり認可地縁団体印鑑登録証明書  枚の交付を申請します。 

申請者 □本 人 住所 
橿原市     町                   

                            

    □代理人 氏名                          印  

(注意事項) 

1 この申請は、本人が自ら手続してください。代理人によるときは、委任の旨を証する

書面が必要です。 

2 資格の欄には、代表者、職務代行者、仮代表者、特別代理人又は清算人のいずれかを

記載してください。 

3 個人の印鑑の登録証明書又は登録証明書交付承諾書を添付してください。 

4 橿原市手数料徴収条例の規定により、1枚につき300円を徴収します。 

 

公 印 使 用 確 認  課長 主幹 課長補佐 係長 担当 

令和  年  月  日       
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認可地縁団体証明書交付申請書 

 

令和  年  月  日  

 (あて先)橿原市長 

 

 

認可地縁団体の名称 

 

 

認 可 地 縁 団 体 の  

主たる事務所の所在地 

 

橿原市      町 

 

 

利  用  目  的 

 

 

 

上記のとおり認可地縁団体証明書  枚の交付を申請します。 

 

 

申請者  住 所                             

 

 

氏 名                             

 

 

(注意事項) 

橿原市手数料徴収条例の規定により、1枚につき300円を徴収します。 

 

 

 

公 印 使 用 確 認  課長 主幹 課長補佐 係長 担当 

令和  年  月  日       
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申請書用様式（地方自治法施行規則第２０条関係） 

 

令和   年   月   日 

 

（あて先）橿原市長 

 

              地縁による団体の名称及び主たる事務所の所在地 

               

名 称                    

              

所在地                    

 

代表者の氏名及び住所 

               

氏 名                  印  

              

住 所                     

 

告 示 事 項 変 更 届 出 書 
 

下記事項について変更があったので、地方自治法第２６０条の２第１１項の規

定により、告示された事項に変更があった旨を証する書類を添えて届け出ます。 

 

記 

 

１ 変更があった事項及びその内容 

 

 

２ 変更の年月日 

 

 

３ 変更の理由 
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様式（地方自治法施行規則第２２条関係） 

 
令和  年  月  日 

（あて先）橿原市長 

 
 地縁による団体の名称及び主たる事務所の所在地 

 
              名 称                  _  

 
              所在地               _     

 
代表者の氏名及び住所 

 
              氏 名                  ㊞  

 
              住 所                     

 
 

規 約 変 更 認 可 申 請 書 

 
 

 地方自治法第２６０条の３第２項の規約の変更の認可を受けたいので、別添書類

を添えて申請します。 

 
 
（別添書類） 
１ 規約変更の内容及び理由を記載した書類 

 
 
２ 規約変更を総会で議決したことを証する書類 
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様式 ７（地方自治法施行規則第２２条の２の５関係） 

 
令和  年  月  日 

（あて先）橿原市長 
 認可地縁団体の名称及び主たる事務所の所在地 

              名 称                     
              所在地                     

 
代表者の氏名及び住所 

              氏 名                  ㊞  
              住 所                     

 
所有不動産の登記移転等に係る公告申請書 

 
 地方自治法第 260 条の 46 第 1 項の規定により、当認可地縁団体が所有する下

記不動産について所有権の保存又は移転の登記をするための公告をしてほしいの

で、別添書類を添えて申請します。 
記 

○ 申請不動産(所有権の保存又は移転の登記をしようとする不動産)に関する事項 
・建物 

名    称 延 床 面 積 所  在  地 

   

・土地 

地    目 面    積 所  在  地 

   

 
・表題部所有者又は所有権の登記名義人の氏名又は名称及び住所 
氏名又は名称 
住    所 
（別添書類） 
1 申請不動産の登記事項証明書 
2 申請不動産に関し、地方自治法第 260 条の 46 第 1 項に規定する申請をするこ

とについて総会で議決したことを証する書類 
3 申請者が代表者であることを証する書類 
4 地方自治法第 260 条の 46 第 1 項各号に掲げる事項を疎明するに足りる資料 
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１１．その他資料集 

・関連法令 

○地方自治法 

〔地縁による団体〕 

第二百六十条の二 町又は字の区域その他市町村内の一定の区域に住所を有する者の地縁

に基づいて形成された団体（以下本条において「地縁による団体」という。）は、地域的

な共同活動を円滑に行うため市町村長の認可を受けたときは、その規約に定める目的の範

囲内において、権利を有し、義務を負う。 

② 前項の認可は、地縁による団体のうち次に掲げる要件に該当するものについて、その

団体の代表者が総務省令で定めるところにより行う申請に基づいて行う。 

一 その区域の住民相互の連絡、環境の整備、集会施設の維持管理等良好な地域社会の維

持及び形成に資する地域的な共同活動を行うことを目的とし、現にその活動を行つている

と認められること。 

二 その区域が、住民にとつて客観的に明らかなものとして定められていること。 

三 その区域に住所を有するすべての個人は、構成員となることができるものとし、その

相当数の者が現に構成員となつていること。 

四 規約を定めていること。 

③ 規約には、次に掲げる事項が定められていなければならない。 

一 目的 

二 名称 

三 区域 

四 主たる事務所の所在地 

五 構成員の資格に関する事項 

六 代表者に関する事項 

七 会議に関する事項 

八 資産に関する事項 

④ 第二項第二号の区域は、当該地縁による団体が相当の期間にわたつて存続している区

域の現況によらなければならない。 

⑤ 市町村長は、地縁による団体が第二項各号に掲げる要件に該当していると認めるとき

は、第一項の認可をしなければならない。 

⑥ 第一項の認可は、当該認可を受けた地縁による団体を、公共団体その他の行政組織の

一部とすることを意味するものと解釈してはならない。 

⑦ 第一項の認可を受けた地縁による団体（以下「認可地縁団体」という。）は、正当な

理由がない限り、その区域に住所を有する個人の加入を拒んではならない。 
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⑧ 認可地縁団体は、民主的な運営の下に、自主的に活動するものとし、構成員に対し不

当な差別的取扱いをしてはならない。 

⑨ 認可地縁団体は、特定の政党のために利用してはならない。 

⑩ 市町村長は、第一項の認可をしたときは、総務省令で定めるところにより、これを告

示しなければならない。告示した事項に変更があつたときも、また同様とする。 

⑪ 認可地縁団体は、前項の規定に基づいて告示された事項に変更があつたときは、総務

省令で定めるところにより、市町村長に届け出なければならない。 

⑫ 何人も、市町村長に対し、総務省令で定めるところにより、第十項の規定により告示

した事項に関する証明書の交付を請求することができる。この場合において、当該請求を

しようとする者は、郵便又は信書便により、当該証明書の送付を求めることができる。 

⑬ 認可地縁団体は、第十項の告示があるまでは、認可地縁団体となつたこと及び同項の

規定に基づいて告示された事項をもつて第三者に対抗することができない。 

⑭ 市町村長は、認可地縁団体が第二項各号に掲げる要件のいずれかを欠くこととなつた

とき、又は不正な手段により第一項の認可を受けたときは、その認可を取り消すことがで

きる。 

⑮ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成十八年法律第四十八号）第四条及

び第七十八条の規定は、認可地縁団体に準用する。 

⑯ 認可地縁団体は、法人税法（昭和四十年法律第三十四号）その他法人税に関する法令

の規定の適用については、同法第二条第六号に規定する公益法人等とみなす。この場合に

おいて、同法第三十七条の規定を適用する場合には同条第四項中「公益法人等（」とある

のは「公益法人等（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百六十条の二第七項

に規定する認可地縁団体（以下「認可地縁団体」という。）並びに」と、同法第六十六条

の規定を適用する場合には同条第一項中「普通法人」とあるのは「普通法人（認可地縁団

体を含む。）」と、同条第二項中「除く」とあるのは「除くものとし、認可地縁団体を含

む」と、同条第三項中「公益法人等（」とあるのは「公益法人等（認可地縁団体及び」と

する。 

⑰ 認可地縁団体は、消費税法（昭和六十三年法律第百八号）その他消費税に関する法令

の規定の適用については、同法別表第三に掲げる法人とみなす。 

〔規約の変更〕 

第二百六十条の三 認可地縁団体の規約は、総構成員の四分の三以上の同意があるときに

限り、変更することができる。ただし、当該規約に別段の定めがあるときは、この限りで

ない。 

② 前項の規定による規約の変更は、市町村長の認可を受けなければ、その効力を生じな

い。 
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〔財産目録及び構成員名簿〕 

第二百六十条の四 認可地縁団体は、認可を受ける時及び毎年一月から三月までの間に財

産目録を作成し、常にこれをその主たる事務所に備え置かなければならない。ただし、特

に事業年度を設けるものは、認可を受ける時及び毎事業年度の終了の時に財産目録を作成

しなければならない。 

② 認可地縁団体は、構成員名簿を備え置き、構成員の変更があるごとに必要な変更を加

えなければならない。 

〔代表者〕 

第二百六十条の五 認可地縁団体には、一人の代表者を置かなければならない。 

〔認可地縁団体の代表〕 

第二百六十条の六 認可地縁団体の代表者は、認可地縁団体のすべての事務について、認

可地縁団体を代表する。ただし、規約の規定に反することはできず、また、総会の決議に

従わなければならない。 

〔代表者の代表権の制限〕 

第二百六十条の七 認可地縁団体の代表者の代表権に加えた制限は、善意の第三者に対抗

することができない。 

〔代表者の代理行為の委任〕 

第二百六十条の八 認可地縁団体の代表者は、規約又は総会の決議によつて禁止されてい

ないときに限り、特定の行為の代理を他人に委任することができる。 

〔仮代表者〕 

第二百六十条の九 認可地縁団体の代表者が欠けた場合において、事務が遅滞することに

より損害を生ずるおそれがあるときは、裁判所は、利害関係人又は検察官の請求により、

仮代表者を選任しなければならない。 

〔利益相反行為〕 

第二百六十条の十 認可地縁団体と代表者との利益が相反する事項については、代表者

は、代表権を有しない。この場合においては、裁判所は、利害関係人又は検察官の請求に

より、特別代理人を選任しなければならない。 

〔監事〕 

第二百六十条の十一 認可地縁団体には、規約又は総会の決議で、一人又は数人の監事を

置くことができる。 

〔監事の職務〕 

第二百六十条の十二 認可地縁団体の監事の職務は、次のとおりとする。 

一 財産の状況を監査すること。 

二 代表者の業務の執行の状況を監査すること。 

三 財産の状況又は業務の執行について、法令若しくは規約に違反し、又は著しく不当な

事項があると認めるときは、総会に報告をすること。 



46 
 

四 前号の報告をするため必要があるときは、総会を招集すること。 

〔通常総会〕 

第二百六十条の十三 認可地縁団体の代表者は、少なくとも毎年一回、構成員の通常総会

を開かなければならない。 

〔臨時総会〕 

第二百六十条の十四 認可地縁団体の代表者は、必要があると認めるときは、いつでも臨

時総会を招集することができる。 

② 総構成員の五分の一以上から会議の目的である事項を示して請求があつたときは、認

可地縁団体の代表者は、臨時総会を招集しなければならない。ただし、総構成員の五分の

一の割合については、規約でこれと異なる割合を定めることができる。 

〔総会の招集〕 

第二百六十条の十五 認可地縁団体の総会の招集の通知は、総会の日より少なくとも五日

前に、その会議の目的である事項を示し、規約で定めた方法に従つてしなければならな

い。 

〔認可地縁団体の事務の執行〕 

第二百六十条の十六 認可地縁団体の事務は、規約で代表者その他の役員に委任したもの

を除き、すべて総会の決議によつて行う。 

〔総会の決議事項〕 

第二百六十条の十七 認可地縁団体の総会においては、第二百六十条の十五の規定により

あらかじめ通知をした事項についてのみ、決議をすることができる。ただし、規約に別段

の定めがあるときは、この限りでない。 

〔構成員の表決権〕 

第二百六十条の十八 認可地縁団体の各構成員の表決権は、平等とする。 

② 認可地縁団体の総会に出席しない構成員は、書面で、又は代理人によつて表決をする

ことができる。 

③ 前項の構成員は、規約又は総会の決議により、同項の規定による書面による表決に代

えて、電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する

方法であつて総務省令で定めるものをいう。第二百六十条の十九の二において同じ。）に

より表決をすることができる。 

④ 前三項の規定は、規約に別段の定めがある場合には、適用しない。 

〔表決権のない場合〕 

第二百六十条の十九 認可地縁団体と特定の構成員との関係について議決をする場合に

は、その構成員は、表決権を有しない。 

〔総会の決議方法〕 

第二百六十条の十九の二 この法律又は規約により総会において決議をすべき場合におい

て、構成員全員の承諾があるときは、書面又は電磁的方法による決議をすることができ
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る。ただし、電磁的方法による決議に係る構成員の承諾については、総務省令で定めると

ころによらなければならない。 

② この法律又は規約により総会において決議すべきものとされた事項については、構成

員全員の書面又は電磁的方法による合意があつたときは、書面又は電磁的方法による決議

があつたものとみなす。 

③ この法律又は規約により総会において決議すべきものとされた事項についての書面又

は電磁的方法による決議は、総会の決議と同一の効力を有する。 

④ 総会に関する規定は、書面又は電磁的方法による決議について準用する。 

〔認可地縁団体の解散事由〕 

第二百六十条の二十 認可地縁団体は、次に掲げる事由によつて解散する。 

一 規約で定めた解散事由の発生 

二 破産手続開始の決定 

三 第二百六十条の二第十四項の規定による同条第一項の認可の取消し 

四 総会の決議 

五 構成員が欠けたこと。 

六 合併（合併により当該認可地縁団体が消滅する場合に限る。） 

〔解散の決議〕 

第二百六十条の二十一 認可地縁団体は、総構成員の四分の三以上の賛成がなければ、解

散の決議をすることができない。ただし、規約に別段の定めがあるときは、この限りでな

い。 

〔認可地縁団体についての破産手続の開始〕 

第二百六十条の二十二 認可地縁団体がその債務につきその財産をもつて完済することが

できなくなつた場合には、裁判所は、代表者若しくは債権者の申立てにより又は職権で、

破産手続開始の決定をする。 

② 前項に規定する場合には、代表者は、直ちに破産手続開始の申立てをしなければなら

ない。 

〔清算中の認可地縁団体の能力〕 

第二百六十条の二十三 解散した認可地縁団体は、清算の目的の範囲内において、その清

算の結了に至るまではなお存続するものとみなす。 

〔清算人〕 

第二百六十条の二十四 認可地縁団体が解散したときは、破産手続開始の決定及び合併に

よる解散の場合を除き、代表者がその清算人となる。ただし、規約に別段の定めがあると

き、又は総会において代表者以外の者を選任したときは、この限りでない。 
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〔裁判所による清算人の選任〕 

第二百六十条の二十五 前条の規定により清算人となる者がないとき、又は清算人が欠け

たため損害を生ずるおそれがあるときは、裁判所は、利害関係人若しくは検察官の請求に

より又は職権で、清算人を選任することができる。 

〔清算人の解任〕 

第二百六十条の二十六 重要な事由があるときは、裁判所は、利害関係人若しくは検察官

の請求により又は職権で、認可地縁団体の清算人を解任することができる。 

〔清算人の職務及び権限〕 

第二百六十条の二十七 認可地縁団体の清算人の職務は、次のとおりとする。 

一 現務の結了 

二 債権の取立て及び債務の弁済 

三 残余財産の引渡し 

② 清算人は、前項各号に掲げる職務を行うために必要な一切の行為をすることができ

る。 

〔債権の申出の催告等〕 

第二百六十条の二十八 認可地縁団体の清算人は、その就職後遅滞なく、公告をもつて、

債権者に対し、一定の期間内にその債権の申出をすべき旨の催告をしなければならない。

この場合において、その期間は、二月を下ることができない。 

② 前項の公告には、債権者がその期間内に申出をしないときは清算から除斥されるべき

旨を付記しなければならない。ただし、清算人は、知れている債権者を除斥することがで

きない。 

③ 認可地縁団体の清算人は、知れている債権者には、各別にその申出の催告をしなけれ

ばならない。 

④ 第一項の公告は、官報に掲載してする。 

〔期限経過後の債権の申出〕 

第二百六十条の二十九 前条第一項の期間の経過後に申出をした債権者は、認可地縁団体

の債務が完済された後まだ権利の帰属すべき者に引き渡されていない財産に対してのみ、

請求をすることができる。 

〔清算中の認可地縁団体についての破産手続の開始〕 

第二百六十条の三十 清算中に認可地縁団体の財産がその債務を完済するのに足りないこ

とが明らかになつたときは、清算人は、直ちに破産手続開始の申立てをし、その旨を公告

しなければならない。 

② 清算人は、清算中の認可地縁団体が破産手続開始の決定を受けた場合において、破産

管財人にその事務を引き継いだときは、その任務を終了したものとする。 



49 
 

③ 前項に規定する場合において、清算中の認可地縁団体が既に債権者に支払い、又は権

利の帰属すべき者に引き渡したものがあるときは、破産管財人は、これを取り戻すことが

できる。 

④ 第一項の規定による公告は、官報に掲載してする。 

〔残余財産の帰属〕 

第二百六十条の三十一 解散した認可地縁団体の財産は、破産手続開始の決定及び合併に

よる解散の場合を除き、規約で指定した者に帰属する。 

② 規約で権利の帰属すべき者を指定せず、又はその者を指定する方法を定めなかつたと

きは、代表者は、市町村長の認可を得て、その認可地縁団体の目的に類似する目的のため

に、その財産を処分することができる。ただし、総会の決議を経なければならない。 

③ 前二項の規定により処分されない財産は、市町村に帰属する。 

〔裁判所による監督〕 

第二百六十条の三十二 認可地縁団体の解散及び清算は、裁判所の監督に属する。 

② 裁判所は、職権で、いつでも前項の監督に必要な検査をすることができる。 

〔清算結了の届出〕 

第二百六十条の三十三 認可地縁団体の清算が結了したときは、清算人は、その旨を市町

村長に届け出なければならない。 

〔仮代表者の選任等に関する事件の管轄〕 

第二百六十条の三十四 認可地縁団体に係る次に掲げる事件は、その主たる事務所の所在

地を管轄する地方裁判所の管轄に属する。 

一 仮代表者又は特別代理人の選任に関する事件 

二 解散及び清算の監督に関する事件 

三 清算人に関する事件 

〔不服申立ての制限〕 

第二百六十条の三十五 認可地縁団体の清算人の選任の裁判に対しては、不服を申し立て

ることができない。 

〔裁判所の選任する清算人の報酬〕 

第二百六十条の三十六 裁判所は、第二百六十条の二十五の規定により清算人を選任した

場合には、認可地縁団体が当該清算人に対して支払う報酬の額を定めることができる。こ

の場合においては、裁判所は、当該清算人（監事を置く認可地縁団体にあつては、当該清

算人及び監事）の陳述を聴かなければならない。 

〔検査役の選任〕 

第二百六十条の三十七 裁判所は、認可地縁団体の解散及び清算の監督に必要な調査をさ

せるため、検査役を選任することができる。 
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② 前二条の規定は、前項の規定により裁判所が検査役を選任した場合について準用す

る。この場合において、前条中「清算人（監事を置く認可地縁団体にあつては、当該清算

人及び監事）」とあるのは、「認可地縁団体及び検査役」と読み替えるものとする。 

〔認可地縁団体の合併〕 

第二百六十条の三十八 認可地縁団体は、同一市町村内の他の認可地縁団体と合併するこ

とができる。 

〔合併の認可〕 

第二百六十条の三十九 認可地縁団体が合併しようとするときは、総会の決議を経なけれ

ばならない。 

② 前項の決議は、総構成員の四分の三以上の多数をもつてしなければならない。ただ

し、規約に別段の定めがあるときは、この限りでない。 

③ 合併は、市町村長の認可を受けなければ、その効力を生じない。 

④ 第二百六十条の二第二項及び第五項の規定は、前項の認可について準用する。この場

合において、同条第二項第一号中「現にその活動を」とあるのは、「合併しようとする各

認可地縁団体が連携して当該目的に資する活動を現に」と読み替えるものとする。 

〔合併の不服申立て〕 

第二百六十条の四十 認可地縁団体は、前条第三項の認可があつたときは、その認可の通

知のあつた日から二週間以内に、財産目録を作成し、次項の規定により債権者が異議を述

べることができる期間が満了するまでの間、これをその主たる事務所に備え置かなければ

ならない。 

② 認可地縁団体は、前条第三項の認可があつたときは、その認可の通知のあつた日から

二週間以内に、その債権者に対し、合併に異議があれば一定の期間内に述べるべきことを

公告し、かつ、判明している債権者に対しては、各別にこれを催告しなければならない。

この場合において、その期間は、二月を下ることができない。 

第二百六十条の四十一 債権者が前条第二項の期間内に異議を述べなかつたときは、合併

を承認したものとみなす。 

② 債権者が異議を述べたときは、認可地縁団体は、弁済し、若しくは相当の担保を供

し、又はその債権者に弁済を受けさせることを目的として信託会社若しくは信託業務を営

む金融機関に相当の財産を信託しなければならない。ただし、合併をしてもその債権者を

害するおそれがないときは、この限りでない。 

③ 合併しようとする各認可地縁団体は、前条及び前二項の規定による手続が終了した場

合には、総務省令で定めるところにより、共同で、遅滞なく、その旨を市町村長に届け出

なければならない。 
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〔認可地縁団体設立の事務〕 

第二百六十条の四十二 合併により認可地縁団体を設立する場合には、規約の作成その他

認可地縁団体の設立に関する事務は、各認可地縁団体において選任した者が共同して行わ

なければならない。 

〔消滅団体の権利事務の承継〕 

第二百六十条の四十三 合併後存続する認可地縁団体又は合併により設立した認可地縁団

体は、合併により消滅した認可地縁団体の一切の権利義務（当該認可地縁団体がその行う

活動に関し行政庁の認可その他の処分に基づいて有する権利義務を含む。）を承継する。 

〔合併の告示〕 

第二百六十条の四十四 市町村長は、第二百六十条の四十一第三項の規定による届出があ

つたときは、当該届出に係る合併について第二百六十条の三十九第三項の認可をした旨そ

の他総務省令で定める事項を告示しなければならない。 

② 認可地縁団体の合併は、前項の規定による告示によりその効力を生ずる。 

③ 合併により設立した団体は、第一項の規定による告示の日において認可地縁団体とな

つたものとみなす。 

④ 第一項の規定により告示した事項は、第二百六十条の二第十項の規定により告示した

事項とみなす。この場合において、合併後存続する認可地縁団体に係る同項の規定による

従前の告示は、その効力を失う。 

⑤ 第二百六十条の四第一項の規定は、第一項の規定による告示があつた場合について準

用する。 

〔認可の取消〕 

第二百六十条の四十五 市町村長は、次の各号のいずれかに該当するときは、第二百六十

条の三十九第三項の認可を取り消すことができる。 

一 第二百六十条の三十九第三項の認可をした日から六月を経過しても第二百六十条の四

十一第三項の規定による届出がないとき。 

二 認可地縁団体が不正な手段により第二百六十条の三十九第三項の認可を受けたとき。 

② 前条第一項の規定による告示後に前項（第二号に係る部分に限る。）の規定により第

二百六十条の三十九第三項の認可が取り消されたときは、当該認可に係る合併をした認可

地縁団体は、当該合併の効力が生じた日後に合併後存続した認可地縁団体又は合併により

設立した認可地縁団体が負担した債務について、連帯して弁済する責任を負う。 

③ 前項に規定する場合には、当該合併の効力が生じた日後に合併後存続した認可地縁団

体又は合併により設立した認可地縁団体が取得した財産は、当該合併をした認可地縁団体

の共有に属する。 

④ 前二項に規定する場合には、各認可地縁団体の第二項の債務の負担部分及び前項の財

産の共有持分は、各認可地縁団体の協議によつて定める。 
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〔認可地縁団体が所有する不動産に係る登記の特例〕 

第二百六十条の四十六 認可地縁団体が所有する不動産であつて表題部所有者（不動産登

記法（平成十六年法律第百二十三号）第二条第十号に規定する表題部所有者をいう。以下

この項において同じ。）又は所有権の登記名義人の全てが当該認可地縁団体の構成員又は

かつて当該認可地縁団体の構成員であつた者であるもの（当該認可地縁団体によつて、十

年以上所有の意思をもつて平穏かつ公然と占有されているものに限る。）について、当該

不動産の表題部所有者若しくは所有権の登記名義人又はこれらの相続人（以下この条にお

いて「登記関係者」という。）の全部又は一部の所在が知れない場合において、当該認可

地縁団体が当該認可地縁団体を登記名義人とする当該不動産の所有権の保存又は移転の登

記をしようとするときは、当該認可地縁団体は、総務省令で定めるところにより、当該不

動産に係る次項の公告を求める旨を市町村長に申請することができる。この場合におい

て、当該申請を行う認可地縁団体は、次の各号に掲げる事項を疎明するに足りる資料を添

付しなければならない。 

一 当該認可地縁団体が当該不動産を所有していること。 

二 当該認可地縁団体が当該不動産を十年以上所有の意思をもつて平穏かつ公然と占有し

ていること。 

三 当該不動産の表題部所有者又は所有権の登記名義人の全てが当該認可地縁団体の構成

員又はかつて当該認可地縁団体の構成員であつた者であること。 

四 当該不動産の登記関係者の全部又は一部の所在が知れないこと。 

② 市町村長は、前項の申請を受けた場合において、当該申請を相当と認めるときは、総

務省令で定めるところにより、当該申請を行つた認可地縁団体が同項に規定する不動産の

所有権の保存又は移転の登記をすることについて異議のある当該不動産の登記関係者又は

当該不動産の所有権を有することを疎明する者（次項から第五項までにおいて「登記関係

者等」という。）は、当該市町村長に対し異議を述べるべき旨を公告するものとする。こ

の場合において、公告の期間は、三月を下つてはならない。 

③ 前項の公告に係る登記関係者等が同項の期間内に同項の異議を述べなかつたときは、

第一項に規定する不動産の所有権の保存又は移転の登記をすることについて当該公告に係

る登記関係者の承諾があつたものとみなす。 

④ 市町村長は、前項の規定により第一項に規定する不動産の所有権の保存又は移転の登

記をすることについて登記関係者の承諾があつたものとみなされた場合には、総務省令で

定めるところにより、当該市町村長が第二項の規定による公告をしたこと及び登記関係者

等が同項の期間内に異議を述べなかつたことを証する情報を第一項の規定により申請を行

つた認可地縁団体に提供するものとする。 

⑤ 第二項の公告に係る登記関係者等が同項の期間内に同項の異議を述べたときは、市町

村長は、総務省令で定めるところにより、その旨及びその内容を第一項の規定により申請

を行つた認可地縁団体に通知するものとする。 
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第二百六十条の四十七 不動産登記法第七十四条第一項の規定にかかわらず、前条第四項

に規定する証する情報を提供された認可地縁団体が申請情報（同法第十八条に規定する申

請情報をいう。次項において同じ。）と併せて当該証する情報を登記所に提供するとき

は、当該認可地縁団体が当該証する情報に係る前条第一項に規定する不動産の所有権の保

存の登記を申請することができる。 

② 不動産登記法第六十条の規定にかかわらず、前条第四項に規定する証する情報を提供

された認可地縁団体が申請情報と併せて当該証する情報を登記所に提供するときは、当該

認可地縁団体のみで当該証する情報に係る同条第一項に規定する不動産の所有権の移転の

登記を申請することができる。 

〔過料〕 

第二百六十条の四十八 次の各号のいずれかに該当する場合には、認可地縁団体の代表者

又は清算人は、非訟事件手続法（平成二十三年法律第五十一号）により、五十万円以下の

過料に処する。 

一 第二百六十条の二十二第二項又は第二百六十条の三十第一項の規定による破産手続開

始の申立てを怠つたとき。 

二 第二百六十条の二十八第一項又は第二百六十条の三十第一項の規定による公告を怠

り、又は不正の公告をしたとき。 

三 第二百六十条の四十第一項の規定に違反して、財産目録を作成せず、若しくは備え置

かず、又はこれに記載すべき事項を記載せず、若しくは虚偽の記載をしたとき。 

四 第二百六十条の四十第二項又は第二百六十条の四十一第二項の規定に違反して、合併

をしたとき。 

 

 

 

○地方自治法施行規則（妙） 

第十八条 地方自治法第二百六十条の二第二項に規定する申請は、同条第一項に規定する

地縁による団体の代表者が、申請書に次に掲げる書類を添え、当該地縁による団体の区域

を包括する市町村の長に対し行うものとする。 

一 規約 

二 認可を申請することについて総会で議決したことを証する書類 

三 構成員の名簿 

四 その区域の住民相互の連絡、環境の整備、集会施設の維持管理等良好な地域社会の維

持及び形成に資する地域的な共同活動を現に行つていることを記載した書類 

五 申請者が代表者であることを証する書類 

２ 前項の申請書の様式は、別記のとおりとする。 

 



54 
 

〔認可地縁団体合併の認可申請〕 

第十八条の二 地方自治法第二百六十条の三十九第四項において準用する同法第二百六十

条の二第二項に規定する申請は、合併しようとする各認可地縁団体の代表者が、申請書に

次に掲げる書類を添え、当該各認可地縁団体の区域を包括する市町村の長に対し行うもの

とする。 

一 合併後存続する認可地縁団体又は合併により設立する認可地縁団体（以下「合併後の

認可地縁団体」という。）の規約 

二 地方自治法第二百六十条の三十九第三項の認可を申請することについて合併しようと

する各認可地縁団体の総会で議決したことを証する書類 

三 合併後の認可地縁団体の構成員の名簿 

四 その区域の住民相互の連絡、環境の整備、集会施設の維持管理等良好な地域社会の維

持及び形成に資する地域的な共同活動を行うことを目的とし、合併しようとする各認可地

縁団体が連携して当該目的に資する活動を現に行つていることを記載した書類 

五 合併しようとする各認可地縁団体の規約 

六 申請者が合併しようとする各認可地縁団体の代表者であることを証する書類 

２ 前項の申請書の様式は、別記のとおりとする。 

〔地縁による団体を認可した場合の告示〕 

第十九条 地方自治法第二百六十条の二第十項（土地改良法（昭和二十四年法律第百九十

五号）第七十六条の十三第四項及び森林組合法（昭和五十三年法律第三十六号）第百条の

二十二第四項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）に規定する告示は、次の

各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号の場合に該当する旨を明示した上で当

該各号に定める事項について行うものとする。 

一 地方自治法第二百六十条の二第一項の認可を行つた場合 

イ 名称 

ロ 規約に定める目的 

ハ 区域 

ニ 主たる事務所 

ホ 代表者の氏名及び住所 

ヘ 裁判所による代表者の職務執行の停止の有無並びに職務代行者の選任の有無（職務代

行者が選任されている場合は、その氏名及び住所） 

ト 代理人の有無（代理人がある場合は、その氏名及び住所） 

チ 規約に解散の事由を定めたときは、その事由 

リ 認可年月日 

二 土地改良法第七十六条の十三第三項の通知があつた場合 

イ 名称 

ロ 規約に定める目的 
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ハ 区域 

ニ 主たる事務所 

ホ 代表者の氏名及び住所 

ヘ 裁判所による代表者の職務執行の停止の有無並びに職務代行者の選任の有無（職務代

行者が選任されている場合は、その氏名及び住所） 

ト 代理人の有無（代理人がある場合は、その氏名及び住所） 

チ 規約に解散の事由を定めたときは、その事由 

リ 土地改良法第七十六条の十二第二項第五号の日又は同法第七十六条の十三第一項の認

可を受けた日のいずれか遅い日 

三 森林組合法第百条の二十二第三項の通知があつた場合 

イ 名称 

ロ 規約に定める目的 

ハ 区域 

ニ 主たる事務所 

ホ 代表者の氏名及び住所 

ヘ 裁判所による代表者の職務執行の停止の有無並びに職務代行者の選任の有無（職務代

行者が選任されている場合は、その氏名及び住所） 

ト 代理人の有無（代理人がある場合は、その氏名及び住所） 

チ 規約に解散の事由を定めたときは、その事由 

リ 森林組合法第百条の二十第二項第七号の日又は同法第百条の二十二第一項の認可を受

けた日のいずれか遅い日 

四 解散した場合（破産及び合併による場合を除く。） 

イ 名称 

ロ 区域 

ハ 主たる事務所 

ニ 清算人の氏名及び住所 

ホ 解散事由 

ヘ 解散年月日 

五 清算結了の場合 

イ 名称 

ロ 区域 

ハ 主たる事務所 

ニ 清算人の氏名及び住所 

ホ 清算結了年月日 

六 前二号の場合並びに破産及び合併による場合を除くほか、地方自治法第二百六十条の

二第十一項の規定により、告示された事項に変更があつたとして届出があつた場合 
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告示した事項のうち変更があつた事項及びその内容 

２ 前項の告示は、遅滞なく行わなければならない。 

〔告示事項の変更についての届出〕 

第二十条 地方自治法第二百六十条の二第十一項に規定する届出は、認可地縁団体の代表

者が、届出書に告示された事項に変更があつた旨を証する書類を添え、当該認可地縁団体

の区域を包括する市町村の長に対し行うものとする。 

２ 前項の届出書の様式は、別記のとおりとする。 

〔告示事項の証明書の請求〕 

第二十一条 地方自治法第二百六十条の二第十二項に規定する請求は、請求者の氏名及び

住所、請求に係る団体の名称及び事務所の所在地を記載した証明書交付請求書を市町村長

に提出することにより行うものとする。 

２ 市町村長は、第十九条及び第二十二条の二の四に掲げる事項を記載した台帳を作成

し、前項の請求があつたときは、末尾に原本と相違ない旨を記載した台帳の写しを交付し

なければならない。 

３ 前項の台帳の様式は、別記のとおりとする。 

〔規約変更の認可申請〕 

第二十二条 地方自治法第二百六十条の三第二項の規定による規約の変更の認可の申請

は、申請書に、規約変更の内容及び理由を記載した書類並びに当該規約変更を総会で議決

したことを証する書類を添付して行わなければならない。 

２ 前項の申請書の様式は、別記のとおりとする。 

（電磁的方法） 

第二十二条の二 地方自治法第二百六十条の十八第三項に規定する総務省令で定めるもの

は、次に掲げる方法とする。 

一 電子情報処理組織を使用する方法のうちイ又はロに掲げるもの 

イ 送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子計算機とを接続する電気通

信回線を通じて送信し、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する

方法 

ロ 送信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された情報の内容を電気

通信回線を通じて情報の提供を受ける者の閲覧に供し、当該情報の提供を受ける者の使用

に係る電子計算機に備えられたファイルに当該情報を記録する方法 

二 磁気ディスクその他これに準ずる方法により一定の情報を確実に記録しておくことが

できる物をもつて調製するファイルに情報を記録したものを交付する方法 

２ 前項各号に掲げる方法は、受信者がファイルへの記録を出力することにより書面を作

成することができるものでなければならない。 
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（電磁的方法による決議に係る構成員の承諾） 

第二十二条の二の二 認可地縁団体の代表者は、地方自治法第二百六十条の十九の二第一

項の規定により電磁的方法による決議をしようとするときは、あらかじめ、構成員に対

し、その用いる電磁的方法の種類及び内容を示し、書面又は電磁的方法による承諾を得な

ければならない。 

２ 前項の電磁的方法の種類及び内容は、次に掲げる事項とする。 

一 前条第一項各号に規定する電磁的方法のうち、送信者が使用するもの 

二 ファイルへの記録の方式 

３ 第一項の規定による承諾を得た認可地縁団体の代表者は、構成員の全部又は一部から

書面又は電磁的方法により電磁的方法による決議を拒む旨の申出があつたときは、地方自

治法第二百六十条の十九の二第一項に規定する決議を電磁的方法によつてしてはならな

い。ただし、当該申出をしたすべての構成員が再び第一項の規定による承諾をした場合

は、この限りでない。 

〔合併の不服申立ての届出〕 

第二十二条の二の三 地方自治法第二百六十条の四十一第三項の規定による届出は、届出

書に同法第二百六十条の四十第二項の規定による公告及び催告をしたこと並びに異議を述

べた債権者があるときは、同法第二百六十条の四十一第二項の規定によりその債権者に対

し弁済し、若しくは相当の担保を供し、又はその債権者に弁済を受けさせることを目的と

して相当の財産を信託したこと又は合併をしてもその債権者を害するおそれがないことを

証する書類を添えて行うものとする。 

２ 前項の届出書の様式は、別記のとおりとする。 

〔合併について総務省令で定める事項〕 

第二十二条の二の四 地方自治法第二百六十条の四十四第一項に規定する総務省令で定め

る事項は、次に掲げる事項とする。 

一 合併後の認可地縁団体の名称 

二 合併後の認可地縁団体の規約に定める目的 

三 合併後の認可地縁団体の区域 

四 合併後の認可地縁団体の主たる事務所 

五 合併後の認可地縁団体の代表者の氏名及び住所 

六 合併後の認可地縁団体の裁判所による代表者の職務執行の停止の有無並びに職務代行

者の選任の有無（職務代行者が選任されている場合は、その氏名及び住所） 

七 合併後の認可地縁団体の代理人の有無（代理人がある場合は、その氏名及び住所） 

八 合併後の認可地縁団体の規約に解散の事由を定めたときは、その事由 

九 地方自治法第二百六十条の三十九第三項の認可の年月日 

十 合併前の各認可地縁団体の名称 

十一 合併により消滅する認可地縁団体の名称、区域及び主たる事務所 
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〔登記関係者の所在が知れない場合の公告の申請〕 

第二十二条の二の五 地方自治法第二百六十条の四十六第一項に規定する申請は、認可地

縁団体の代表者が、申請書に次に掲げる書類を添え、当該認可地縁団体の区域を包括する

市町村の長に対し行うものとする。 

一 所有権の保存又は移転の登記をしようとする不動産（以下「申請不動産」という。）

の登記事項証明書 

二 申請不動産に関し、地方自治法第二百六十条の四十六第一項に規定する申請をするこ

とについて総会で議決したことを証する書類 

三 申請者が代表者であることを証する書類 

四 地方自治法第二百六十条の四十六第一項各号に掲げる事項を疎明するに足りる資料 

２ 前項の申請書の様式は、別記のとおりとする。 

〔公告事項〕 

第二十二条の三 地方自治法第二百六十条の四十六第二項に規定する公告は、次に掲げる

事項について行うものとする。 

一 地方自治法第二百六十条の四十六第一項の申請を行つた認可地縁団体の名称、区域及

び主たる事務所 

二 前条第二項に規定する申請書の様式に記載された申請不動産に関する事項 

三 申請不動産の所有権の保存又は移転の登記をすることについて異議を述べることがで

きる者の範囲は、申請不動産の表題部所有者若しくは所有権の登記名義人若しくはこれら

の相続人又は申請不動産の所有権を有することを疎明する者（以下「登記関係者等」とい

う。）である旨 

四 異議を述べることができる期間及び方法に関する事項 

２ 前項の公告に係る登記関係者等が異議を述べようとするときは、異議を述べる旨及び

その内容を記載した申出書に申請不動産の登記事項証明書、住民票の写しその他の市町村

長が必要と認める書類を添えて行うものとする。 

３ 前項の申出書の様式は、別記のとおりとする。 

〔公告に係る情報提供〕 

第二十二条の四 地方自治法第二百六十条の四十六第四項に規定する証する情報の提供

は、前条第一項第二号に掲げる申請不動産に関する事項その他必要な事項を記載した書面

により行うものとする。 

２ 前項の書面の様式は、別記のとおりとする。 

〔公告に係る通知〕 

第二十二条の五 地方自治法第二百六十条の四十六第五項に規定する通知は、第二十二条

の三第二項の規定による異議の内容その他必要な事項を記載した通知書により行うものと

する。 

２ 前項の通知書の様式は、別記のとおりとする。 
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○法人税法（認可地縁団体制度に関して読み替え該当部分あり） 

（寄附金の損金不算入） 

第三十七条 内国法人が各事業年度において支出した寄附金の額（次項の規定の適用を受

ける寄附金の額を除く。）の合計額のうち、その内国法人の当該事業年度終了の時の資本

金の額及び資本準備金の額の合計額若しくは出資金の額又は当該事業年度の所得の金額を

基礎として政令で定めるところにより計算した金額を超える部分の金額は、当該内国法人

の各事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入しない。 

２ 内国法人が各事業年度において当該内国法人との間に完全支配関係（法人による完全

支配関係に限る。）がある他の内国法人に対して支出した寄附金の額（第二十五条の二

（受贈益）の規定の適用がないものとした場合に当該他の内国法人の各事業年度の所得の

金額の計算上益金の額に算入される同条第二項に規定する受贈益の額に対応するものに限

る。）は、当該内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上、損金の額に算入しない。 

３ 第一項の場合において、同項に規定する寄附金の額のうちに次の各号に掲げる寄附金

の額があるときは、当該各号に掲げる寄附金の額の合計額は、同項に規定する寄附金の額

の合計額に算入しない。 

一 国又は地方公共団体（港湾法（昭和二十五年法律第二百十八号）の規定による港務局

を含む。）に対する寄附金（その寄附をした者がその寄附によつて設けられた設備を専属

的に利用することその他特別の利益がその寄附をした者に及ぶと認められるものを除

く。）の額 

二 公益社団法人、公益財団法人その他公益を目的とする事業を行う法人又は団体に対す

る寄附金（当該法人の設立のためにされる寄附金その他の当該法人の設立前においてされ

る寄附金で政令で定めるものを含む。）のうち、次に掲げる要件を満たすと認められるも

のとして政令で定めるところにより財務大臣が指定したものの額 

イ 広く一般に募集されること。 

ロ 教育又は科学の振興、文化の向上、社会福祉への貢献その他公益の増進に寄与するた

めの支出で緊急を要するものに充てられることが確実であること。 

４ 第一項の場合において、同項に規定する寄附金の額のうちに、公共法人、公益法人等

（別表第二に掲げる一般社団法人、一般財団法人及び労働者協同組合を除く。以下この項

及び次項において同じ。）その他特別の法律により設立された法人のうち、教育又は科学

の振興、文化の向上、社会福祉への貢献その他公益の増進に著しく寄与するものとして政

令で定めるものに対する当該法人の主たる目的である業務に関連する寄附金（出資に関す

る業務に充てられることが明らかなもの及び前項各号に規定する寄附金に該当するものを

除く。）の額があるときは、当該寄附金の額の合計額（当該合計額が当該事業年度終了の

時の資本金の額及び資本準備金の額の合計額若しくは出資金の額又は当該事業年度の所得

の金額を基礎として政令で定めるところにより計算した金額を超える場合には、当該計算



60 
 

した金額に相当する金額）は、第一項に規定する寄附金の額の合計額に算入しない。ただ

し、公益法人等が支出した寄附金の額については、この限りでない。 

（各事業年度の所得に対する法人税の税率） 

第六十六条 内国法人である普通法人、一般社団法人等（別表第二に掲げる一般社団法

人、一般財団法人及び労働者協同組合並びに公益社団法人及び公益財団法人をいう。次項

及び第三項において同じ。）又は人格のない社団等に対して課する各事業年度の所得に対

する法人税の額は、各事業年度の所得の金額に百分の二十三・二の税率を乗じて計算した

金額とする。 

２ 前項の場合において、普通法人（通算法人を除く。）若しくは一般社団法人等のう

ち、各事業年度終了の時において資本金の額若しくは出資金の額が一億円以下であるもの

若しくは資本若しくは出資を有しないもの又は人格のない社団等の各事業年度の所得の金

額のうち年八百万円以下の金額については、同項の規定にかかわらず、百分の十九の税率

による。 

３ 公益法人等（一般社団法人等を除く。）又は協同組合等に対して課する各事業年度の

所得に対する法人税の額は、各事業年度の所得の金額に百分の十九の税率を乗じて計算し

た金額とする。 

 

 

○橿原市認可地縁団体印鑑条例 

 平成５年 橿原市条例第１２号 

 (趣旨) 

第 1 条 この条例は、地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号。以下「法」という。)第 260 条

の 2 第 1 項の規定に基づき、市長の認可を受けた地縁による団体(以下「認可地縁団体」と

いう。)の代表者等に係る印鑑(以下「認可地縁団体印鑑」という。)の登録及び証明に関し

必要な事項を定めるものとする。 

(登録資格) 

第 2 条 認可地縁団体印鑑の登録を受けることができる者は、認可地縁団体の代表者又は

次の各号に掲げる者が選任されているときは、当該各号に定める者(以下「代表者等」とい

う。)とする。 

(1) 民事保全法(平成元年法律第 91 号)第 56 条に規定する仮処分命令による代表者の職務

代行者 

(2) 法第 260 条の 9 の規定による仮代表者 

(3) 法第 260 条の 10 の規定による特別代理人 

(4) 法第 260 条の 24 又は第 260 条の 25 の規定による清算人 
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(登録の申請) 

第 3 条 認可地縁団体印鑑の登録を受けようとする者は、登録を受けようとする認可地縁

団体印鑑を添えて、規則で定めるところにより自ら市長に申請しなければならない。 

(登録) 

第 4 条 市長は、前条の申請があったときは、当該申請者が当該認可地縁団体の代表者等

であることを確認するとともに、当該認可地縁団体印鑑を登録することが適当と認めたと

きは、認可地縁団体印鑑登録原票に登録するものとする。 

(登録印鑑の制限) 

第 5 条 本市に登録することができる認可地縁団体印鑑は、1 認可地縁団体につき 1 個に

限るものとする。 

2 市長は、登録を受けようとする認可地縁団体印鑑が次の各号のいずれかに該当すると

きは、当該認可地縁団体印鑑を登録することができない。 

(1) ゴム印その他の印鑑で変形しやすいもの 

(2) 印影の大きさが 1 辺の長さ 8 ミリメートルの正方形に収まるもの又は 1 辺の長さ 30

ミリメートルの正方形に収まらないもの 

(3) 印影を鮮明に表しにくいもの 

(4) 前 3 号に掲げるもののほか、登録を受けようとする認可地縁団体印鑑として適当でな

いと市長が認めたもの 

(登録事項) 

第 6 条 第 4 条に規定する認可地縁団体印鑑登録原票には、印影のほか次に掲げる事項を

登録するものとする。 

(1) 登録番号 

(2) 登録年月日 

(3) 認可地縁団体の名称 

(4) 認可地縁団体の主たる事務所の所在地 

(5) 認可地縁団体の認可年月日 

(6) 登録資格 

(7) 代表者等の氏名 

(8) 代表者等の生年月日 

(9) 代表者等の住所 

(認可地縁団体印鑑登録証明書の交付の申請等) 

第 7 条 認可地縁団体印鑑の登録を受けている者(以下「登録者」という。)は、認可地縁

団体印鑑登録証明書の交付の申請をしようとするときは、当該認可地縁団体印鑑を添え

て、規則で定めるところにより、自ら市長に申請しなければならない。 

2 市長は、前項の申請があったときは、当該申請が適正であることを確認したのち、当

該申請をした者に対して認可地縁団体印鑑登録証明書を交付するものとする。 
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(認可地縁団体印鑑登録証明書) 

第 8 条 認可地縁団体印鑑登録証明書は、認可地縁団体印鑑登録原票に登録されている印

影の写しについて証明するものとし、併せて次に掲げる事項を記載するものとする。 

(1) 認可地縁団体の名称 

(2) 認可地縁団体の主たる事務所の所在地 

(3) 登録資格 

(4) 代表者等の氏名 

(5) 代表者等の生年月日 

(登録の廃止の申請) 

第 9 条 登録者は、当該認可地縁団体印鑑の登録を廃止しようとするときは、当該認可地

縁団体印鑑を添えて、規則で定めるところにより、自ら市長に申請しなければならない。 

2 登録者は、当該認可地縁団体印鑑を亡失したときは、規則で定めるところにより、直

ちに自ら市長に当該認可地縁団体印鑑の登録の廃止の申請をしなければならない。 

(登録事項の修正) 

第 10 条 市長は、法第 260 条の 2 第 11 項の規定に基づく届出のうち認可地縁団体印鑑登

録原票の登録事項の変更に係るものがあったときは、次条第 1 項の規定により登録を抹消

すべき事由に該当する場合を除き、職権によりこれを修正することができる。 

(登録の抹消) 

第 11 条 市長は、次に掲げる場合には、職権により認可地縁団体印鑑の登録を抹消する

ものとする。 

(1) 登録者の登録資格に変更が生じた場合 

(2) 法第 260 条の 20 の規定により認可地縁団体が解散した場合 

(3) 認可地縁団体の名称又は代表者等の氏名の変更により登録印鑑として適当でないと市

長が認めた場合 

(4) 前 3 号に掲げるもののほか、認可地縁団体印鑑の登録を抹消すべき事由が生じた場合 

2 市長は、前項第 3 号又は第 4 号の規定により認可地縁団体印鑑の登録を抹消したとき

は、規則で定めるところにより、当該登録者に対して通知するものとする。 

3 市長は、第 9 条の申請があったときは、当該申請が適正であることを確認したのち、

当該申請に係る認可地縁団体印鑑の登録を抹消するものとする。 

(代理人による申請) 

第 12 条 地方自治法施行規則(昭和 22 年内務省令第 29 号)第 19 条第 1 項第 1 号トに規定

する代理人を置いている認可地縁団体にあっては、委任の旨を証する書面を添えて、当該

代理人によりこの条例に基づく申請をすることができる。 

2 前項の場合において、第 3 条中「認可地縁団体印鑑の登録を受けようとする者」とあ

るのは「認可地縁団体印鑑の登録を受けようとする者の代理人」と、第 4 条中「認可地縁

団体の代表者等」とあるのは「認可地縁団体の代表者等の代理人」と、第 7 条第 1 項中
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「認可地縁団体印鑑の登録を受けている者」とあるのは「認可地縁団体印鑑の登録を受け

ている者の代理人」と、第 9 条中「登録者」とあるのは「登録者の代理人」と読み替える

ものとする。 

(閲覧の禁止) 

第 13 条 市長は、認可地縁団体印鑑登録原票その他認可地縁団体印鑑の登録又は証明に

関する書類を閲覧に供しないものとする。 

(質問調査) 

第 14 条 市長は、認可地縁団体印鑑の登録又は証明の事務に関し関係者に対して質問

し、又は必要な事項について調査することができる。 

(橿原市行政手続条例の適用除外) 

第 15 条 この条例の規定に基づく認可地縁団体印鑑の登録及び証明に関する処分につい

ては、橿原市行政手続条例(平成 8 年橿原市条例第 28 号)第 2 章及び第 3 章の規定は、適用

しない。 

(委任) 

第 16 条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

 

 

○橿原市認可地縁団体印鑑条例施行規則 

 平成５年 橿原市規則第２５号 

 (趣旨) 

第 1 条 この規則は、橿原市認可地縁団体印鑑条例(平成 5 年橿原市条例第 12 号。以下

「条例」という。)の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

(登録申請書) 

第 2 条 条例第 3 条の認可地縁団体印鑑の登録申請は、認可地縁団体印鑑登録申請書(様式

第 1 号)により行うものとする。 

2 前項の申請書には認可地縁団体印鑑のほか、橿原市印鑑条例(昭和 52 年橿原市条例第

13 号)に基づき登録されている代表者等の個人の印鑑(以下「個人印鑑」という。)を押印し

なければならない。 

(登録申請の確認) 

第 3 条 市長は、前条の申請があったときは、当該認可地縁団体につき地方自治法施行規

則(昭和 22 年内務省令第 29 号)第 21 条第 2 項の規定により作成された台帳(以下「地縁団

体登録台帳」という。)の記載事項及び前条の個人印鑑に係る印鑑登録原票の印影その他の

登録事項と照合し、当該申請が適正であることを確認するものとする。 

2 条例第 4 条に規定する認可地縁団体印鑑登録原票の様式は、様式第 2 号とする。 

(認可地縁団体印鑑登録証明書交付申請書) 
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第 4 条 条例第 7 条第 1 項の申請は、認可地縁団体印鑑登録証明書交付申請書(様式第 3

号)により行うものとする。 

2 第 2 条第 2 項の規定は、前項の申請について準用する。 

(認可地縁団体印鑑登録証明書交付申請の確認) 

第 5 条 市長は、条例第 7 条第 1 項の認可地縁団体印鑑登録証明書の交付申請があったと

きは、印鑑登録原票の登録事項及び地縁団体登録台帳の記載事項により当該申請書の記載

事項について審査するとともに、当該申請書に押印された認可地縁団体印鑑の印影と認可

地縁団体印鑑登録原票に登録された印影を照合し、当該申請が適正であることを確認する

ものとする。 

(認可地縁団体印鑑登録証明書) 

第 6 条 条例第 7 条第 1 項の認可地縁団体印鑑登録証明書の様式は、様式第 4 号とする。 

2 前項の認可地縁団体印鑑登録証明書は、特に印影の写しが鮮明になるような方法によ

り複写して作成するものとする。 

(登録の廃止申請書) 

第 7 条 条例第 9 条の認可地縁団体印鑑の登録の廃止の申請及び亡失の届出は、認可地縁

団体印鑑登録廃止申請書(様式第 5 号)により行うものとする。 

2 第 2 条第 2 項の規定は、前項の申請及び届出について準用する。 

(登録抹消通知) 

第 8 条 条例第 11 条第 2 項の認可地縁団体登録印鑑の抹消の通知は、認可地縁団体登録

印鑑抹消通知書(様式第 6 号)により行うものとする。 

(認可地縁団体印鑑登録原票の改製) 

第 9 条 市長は、認可地縁団体印鑑登録原票の印影が不鮮明となったときその他必要があ

ると認めるときは、認可地縁団体印鑑の提示を求め、認可地縁団体印鑑登録原票を改製す

るものとする。 

(文書の保存期間) 

第 10 条 認可地縁団体印鑑に関する文書の保存期間は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 認可地縁団体印鑑登録原票の除票 5 年 

(2) 前号に掲げる以外の書類 3 年 

(その他) 

第 11 条 この規則の施行について必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 19 年規則第 12 号) 

1 この規則は、平成 19 年 4 月 1 日から施行する。 

2 この規則の施行の際、現に改正前の規則の規定により作成されている様式の用紙で残

存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。
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・関連通知 

①地方自治法の一部を改正する法律等の施行について（抄） 

（平成３年４月２日 自治行第３７号 各都道府県知事あて 自治事務次官通知） 

第６ 補則に関する事項 

 いわゆる自治会、町内会等町又は字の区域その他市町村内の一定の区域に住所を有する

者の地縁に基づいて形成された団体（以下「地縁による団体」という。）が当該団体の名義

での不動産登記ができないことなどから財産上の種々の問題も生じているため、これらの

制約を除去しうる途を開くよう法律上権利能力を付与するための所要の措置を講ずること

とし、次のとおり定められたこと。 

１ 地縁による団体は、地域的な共同活動のための不動産又は不動産に関する権利等を保

有するため市町村長の認可を受けたときは、その規約に定める目的の範囲内において、権利

を有し、義務を負うこととされたこと。この場合、「権利を有し、義務を負う」とは、法律

上の権利義務の主体となることを意味するものであること（法第２６０条の２第１項）。 

２ 地縁による団体の認可は左記（一）から（四）までのすべての要件を満たすものについ

て、その団体の代表者の申請に基づいて行われることとされたこと。 

 なお、前記の認可の申請は、あくまで当該団体の自主的な判断により行われるものである

こと。 

（１） その区域の住民相互の連絡、環境の整備、集会施設の維持管理等良好な地域社会の

維持及び形成に資する地域的な共同活動を行うことを目的とし、現にその活動を行ってい

ると認められること。 

（２） その区域が、住民にとって客観的に明らかなものとして定められていること。即ち、

当該地縁による団体の構成員のみならず当該市町村内のその他の住民にとっても容易にそ

の区域が認識できる区域であることを要するものであること。 

（３） その区域に住所を有するすべての個人は、構成員となることができるものとし、そ

の相当数の者が現に構成員となっていること。 

（４） 規約を定めていること。 

 なお、前記の規約には①目的、②名称、③区域、④事務所の所在地、⑤構成員の資格に関

する事項、⑥代表者に関する事項、⑦会議に関する事項、⑧資産に関する事項を記載するべ

きものであること。 

（法第２６０条の２第２項及び第３項） 

３ 地縁による団体の区域は、当該団体が相当の期間にわたって存続している区域の現況

によらなければならないものとされたこと（法第２６０条の２第４項）。 

４ 認可の申請を行った地縁による団体が、法第２６０条の２第２項各号に掲げるすべて

の要件を満たす場合は、認可を行わなければならないものであること（法第２６０条の２第

５項）。 

５ 地縁による団体の区域に住所を有するすべての個人は、構成員となることができるこ
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とが認可の要件とされており、認可を受けた地縁による団体は、正当な理由がない限り、そ

の区域に住所を有する個人の加入を拒んではならないものであること（法第２６０条の２

第７項）。 

６ 市町村長は、法第２６０条の２第１項の認可をしたときは、則第１９条の定めるところ

により告示しなければならないこととされたこと。この告示は、法人登記に代わるものであ

るため、取引の安全の確保の観点から、遅滞なく行わなければならないものであること（法

第２６０条の２第１０項、則第１９条）。 

７ 市町村長は、請求に応じ告示した事項に関する証明書の交付をしなければならないが、

この交付事務については、法第２２８条の規定に基づき条例で定めるところにより手数料

を徴することができるものであること。なお、郵送により証明書の交付を請求する者は、手

数料のほか郵送料を納付して、その送付を請求することができるものであること（法第２６

０条の２第１２項）。 

８ 市町村長は、認可を受けた地縁による団体が法第２６０条の２第２項各号に掲げる要

件のいずれかを欠くこととなったとき、又は不正な手段によって認可を受けたときは、認可

を取り消すことができるものであること（法第２６０条の２第１４項）。 

９ 認可を受けた地縁による団体の代表者又は清算人に科される過料は、非訟事件手続法

（明治３１年法律第１４号）により裁判所が科することとされたこと（法第２６０条の２第

１６項）。 

 

 

②地方自治法の一部を改正する法律等の施行について（抄） 

（平成３年４月２日 自治行第３８号 各都道府県総務部長あて 自治省行政局行政課長

通知） 

第５ 地縁による団体に関する事項 

 いわゆる自治会、町内会等の地縁による団体については、当該団体の名義での不動産登記

ができないことなど財産上の問題等種々の制約があり、これらの制約を除去し得る途を開

くことにより地縁による団体が活動しやすくなるように、法律上権利能力を付与するため

の所要の措置が講じられたが、これらの措置については、以下に留意されたいこと。 

１ 法第２６０条の２第１項の「住所」とは法第１０条１項に規定する「住所」であること。 

２ 法第２６０条の２第１項の「不動産又は不動産に関する権利等」とは以下のものとする

ものであること。 

（１） 不動産登記法（明治３２年法律第２４号）第１条各号に掲げる土地及び建物に関す

る権利 

（２） 立木ニ関スル法律（明治４２年法律第２２号）第１条第１項に規定する「立木」の

所有権、抵当権 

（３） 登録を要する金融資産 
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３ 法第２６０条の２第２項の認可の申請を行おうとする地縁による団体は、当該団体の

総会において認可を申請する旨の決定を行うものとすること。この場合、認可の申請は、地

方自治法施行規則（昭和２２年内務省令第２９号。以下「則」という。）第１８条に定める

手続及び申請書類により行うものであり、保有資産目録又は保有予定資産目録を提出しな

ければならないものであること。 

４ 法第２６０条の２第１項の認可は、同条第２項各号に掲げる要件に該当するかどうか

について確認の上行うものであるが、同項第１号の要件は地縁による団体の活動の実績を

示す報告書等により、同項第３号の要件は構成員の住所が記載された構成員の名簿により

確認するものであること。 

５ 法第２６０条の２第２項第２号の「その区域が、住民にとって客観的に明らかなものと

して定められていること」とは例えば、河川、道路等により区域が画されていることなどを

いうものであること。 

６ 法第２６０条の２第１項の認可を受ける地縁による団体の構成員は、当該団体の区域

内に住所を有する個人に限られているが、このことは、区域内に住所を有する法人、組合等

の団体が賛助会員等になることを妨げるものではないこと。 

７ 法第２６０条の２第３項各号の事項については、次のことに留意するものであること。 

（１） 第１号の「目的」は、地縁による団体の権利能力の範囲を明確にする程度に活動内

容をできる限り具体的に定めることが望ましいこと。 

（２） 第４号の「事務所」とは、地縁による団体について一を限り設けられた主たる事務

所をいうものであり、この所在地が当該地縁による団体の住所となるものであること。 

（３） 第５号の「構成員の資格に関する事項」においては、区域に住所を有する個人が全

て地縁による団体の構成員となり得ること及び当該地縁による団体は正当な理由がない限

り区域に住所を有する個人の加入を拒んではならないことを必ず定めなければならないも

のであること。 

８ 法第２６０条の２第４項に規定する「相当の期間」とは、地域の実情に即して判断され

るべきであるが、一般的には認可申請を行う地縁による団体が当該区域において安定的に

存在していると認められる期間をいうものであること。 

９ 法第２６０条の２第７項に規定する「正当な理由」とは、その者の加入によって、良好

な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動を行うことを目的とする当該地縁に

よる団体の目的及び活動が、著しく阻害されることが明らかであると認められる場合など、

その者の加入を拒否することについて、社会通念上も、また、同条第２項第３号の規定の趣

旨からも客観的に妥当と認められる理由がある場合をいうものであること。 

１０ 法第２６０条の２第９項の規定は、同条第１項の認可を受けた地縁による団体が、特

定の政党のために利用されてはならないことを定めているものであること。 

１１ 法第２６０条の２第１２項の規定による証明書の交付は、則第２１条に定める台帳

の写しを交付することにより行うものであること。なお、この台帳は、永久保存すべきもの
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であること。 

１２ 法第２６０条の２第１５項の規定において民法（明治２９年法律第８９号）第６７条

は準用されていないところであり、市町村長は法第２６０条の２第１項の認可を受けた地

縁による団体に対して一般的監督権限を有しないものであること。 

 

 

③地方自治法施行規則の一部を改正する省令の公布等について 

（平成２０年１１月６日 総行行第１５０号 各都道府県総務部長あて 総務省自治行政

局行政課長通知） 

 地方自治法施行規則の一部を改正する省令（平成２０年総務省令第１１８号。以下「改正

規則」という。）は、平成２０年１１月６日に公布され、一般社団法人及び一般財団法人に

関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法

律の整備等に関する法律（平成１８年法律第５０号。以下「整備法」という。）の施行に伴

う改正については平成２０年１２月１日から、別記歳入歳出予算の款項の区分及び目の区

分の改正については平成２１年４月１日から施行されることとなりました。 

 今般の改正は、地縁による団体が市町村長に対して行う認可申請手続や当該市町村にお

ける事務等について必要な規定の整備を行ったものです。 

 貴職におかれては、下記事項に示した事項に留意の上、適切な運用がなされるよう格別の

配慮をお願いします。 

 なお、貴都道府県内の市町村に対してもこの周知願います。 

記 

１ 整備法が平成１８年６月２日に公布され、これにより地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）の一部が改正され、並びに、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律等の施行に

伴う関係政令の整備等に関する政令（平成１９年政令第３９号）により地方自治法施行令

（昭和２２年政令第１６号）の一部が改正され、ともに平成２０年１２月１日から施行され

ること。 

２ 整備法による改正前の地方自治法第２６０条の２第１５項の規定により、民法（明治２

９年法律第８９号）及び非訟事件手続法（明治３１年法律第１４号）の規定を同条第１項の

認可を受けた地縁による団体（以下「認可地縁団体」という。）に準用していたが、改正後

は、地方自治法第２６０条の２第１５項において一般社団法人及び一般財団法人に関する

法律（平成１８年法律第４８号）第４条及び第７８条の規定を認可地縁団体に準用すること

とし、さらに、その他の準用規定を地方自治法に書き下ろすこととし別個の条項（第２６０

条の３～第２６０条の３９）として整備したため、地縁による団体が市町村長に対して行う

認可申請等に係る規定や認可地縁団体の規約等において改正前の地方自治法等を引用して

いる規定がある場合には、所要の規定の整備を行うことが必要となること。 

３ 改正規則による改正前の地方自治法施行規則（以下「旧規則」という。）に基づく申請、
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届出、告示等及び旧規則に基づき、市町村長が作成する別記台帳様式（旧規則第２１条関係）

については、経過措置として、改正後の地方自治法施行規則中の相当する規定に基づくもの

とみなして取り扱うことができることとしていること（附則第２条関係）。 

 

 

④地縁による団体に係る認可事務について（通知） 

（平成２１年４月１日 総行行第４１号 各都道府県総務部長あて 総務省自治行政局行

政課長通知） 

 表記のことについては、平成３年４月２日付け自治省行政課長通知により、従来より適切

な対応をお願いしているところでありますが、このたび、道州制特別区域における広域行政

の推進に関する法律（平成１８年法律第１１６号）第６条第３項の規定に基づき、道州制特

別区域基本方針（平成１９年１月３０日閣議決定。以下「基本方針」という。）の一部が変

更され、平成２１年３月２７日に別添のとおり閣議決定されました。 

 今般の基本方針の変更は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）

第２６０条の２第１項に規定する地縁による団体（以下「地縁による団体」という。）の地

域的な共同活動の実態等を踏まえ、同条同項に規定する「不動産又は不動産に関する権利等」

の対象とする範囲を改めること等の広域行政の推進に関し政府が講ずべき措置を新たに定

めること等を内容とするものです。 

 このため、前記行政課長通知中記の第５二については、本通知によることとしましたので、

貴職におかれては、下記事項に留意の上、適切な運用がなされるよう格別の配慮をされると

ともに、貴都道府県内の市町村に対してもこの旨周知願います。 

 なお、本通知は、法第２４５条の４第１項の規定に基づく技術的な助言であることを申し

添えます。 

記 

１ 法第２６０条の２第１項の「不動産又は不動産に関する権利等」とは、以下のものとす

るものであること。 

（１） 不動産登記法（平成１６年法律第１２３号）第３条各号に掲げる土地及び建物に関

する権利 

（２） 立木ニ関スル法律（明治４２年法律２２号）第１条第１項に規定する「立木」の所

有権、抵当権 

（３） 登録を要する金融資産 

（４） その他地域的な活動に資する資産であって、登録を要する資産 

２ １（４）の対象となる資産としては、例えば、地縁による団体が地域社会の維持形成の

ため、当該区域において実施する除雪のための車両等を想定しているが、法第２６０条の２

第２項に規定する認可の要件等を十分に踏まえ、各市町村の地域の実情に応じて適切に判

断する必要があること。 
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３ １（４）の資産については、法第２６０条の２第２項に基づき、地縁による団体の代表

者が申請を行う場合に、不動産または不動産に関する権利等を将来確実に保有することを

予定している団体にあっては、認可を行い得るものであること。 

４ 法第２６０条の２第１項の認可を受けた地縁による団体（以下「認可地縁団体」という。）

の財産の取得は、認可地縁団体の規約に定める目的の範囲内であれば制限されていないこ

と。 

 

 

⑤地方自治法施行令等の一部を改正する政令等の公布について（通知）（抄） 

（平成２７年１月３０日付け総行行第２２号、総行住第１１号、総行市第９号 総務省自治

行政局長通知） 

第４  認可地縁団体が所有する不動産に係る登記の特例に関する事項 

（１） 法第２６０条の３８第１項に規定する申請は、認可地縁団体の代表者が、申請書に

①所有権の保存又は移転の登記をしようとする不動産（以下「申請不動産」という。）の登

記事項証明書、②地方自治法施行規則（昭和２２年内務省令第２９号。以下「則」という。）

第１８条の規定により提出した保有資産目録等、③申請者が代表者であることを証する書

類、④法第２６０条の３８第１項各号に掲げる事項を疎明するに足りる資料を添え、当該認

可地縁団体の区域を包括する市町村の長に対し行うものとされたこと。（則第２２条の２関

係） 

（２） 法第２６０条の３８第２項に規定する公告は、①申請を行った認可地縁団体の名称、

区域及び主たる事務所、②申請書に記載された申請不動産に関する事項、③申請不動産の所

有権の保存又は移転の登記をすることについて異議を述べることができる者の範囲は、申

請不動産の表題部所有者若しくは所有権の登記名義人若しくはこれらの相続人又は申請不

動産の所有権を有することを疎明する者（以下「登記関係者等」という。）である旨、④異

議を述べることができる期間及び方法に関する事項について行うものとされたこと。（則第

２２条の３第１項関係）なお、当該公告は、各市町村の掲示場に掲示する等の方法とともに、

異議を述べることができる登記関係者等が当該市町村の区域内のみならず全国に存在しう

ると考えられるため、官報、インターネットの利用その他の適切な方法により、全国的に公

告することが望ましいこと。 

（３） 法第２６０条の３８第２項の規定により異議を述べようとする登記関係者等は、異

議を述べる旨及びその内容を記載した申出書に申請不動産の登記事項証明書、住民票の写

しその他の市町村長が必要と認める書類を添えて行うものとされたこと。（則第２２条の３

第２項関係） 

（４） 法第２６０条の３８第４項に規定する証する情報の提供は、則第２２条の 

３第１項第２号に掲げる申請不動産に関する事項その他必要な事項を記載した書面により

行うものとされたこと。（則第２２条の４関係） 
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（５） 法第２６０条の３８第５項に規定する通知は、則第２２条の３第２項の規定による

異議の内容その他必要な事項を記載した通知書により行うものとされたこと。（則第２２条

の５関係）なお、当該通知書には異議を述べた者の個人情報が含まれているため、通知 

書の送付に当たっては、各市町村の個人情報保護条例等に照らして適切に取り扱うこと。 

 

 

⑥地方自治法の一部を改正する法律等の施行における留意事項（認可地縁団体関係）につい

て（通知） 

（平成２７年２月２７日 総行住第１９号 各都道府県総務担当部局長あて 総務省自治

行政局住民制度課長通知） 

地方自治法の一部を改正する法律（平成２６年法律第４２ 号）及び地方自治法施行規則等

の一部を改正する省令（平成２７年総務省令第３号）の施行について、認可地縁団体が所有

する不動産に係る登記の特例に関する事項は平成２７年４月１日から施行されますが、当

該事項の法令の解釈及び運用上の留意事項について下記のとおり通知します。 

貴職におかれましては、下記事項に御留意の上、適切な運用がなされるよう格別の配慮を

されるとともに、貴都道府県内の市区町村に対してもこの旨周知くださるようお願いしま

す。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和２２年法律第６７ 号。以下「法」という。）第２４５

条の４第１項に基づく技術的助言であることを申し添えます。 

記 

第１ 法第２６０条の３８ 第１項関係 

１ 申請に当たっては、法第２６０条の３８に規定する認可地縁団体が所有する不動産に

係る登記の特例（以下「特例制度」という。）の対象とする不動産（以下「申請不動産」と

いう。）について、申請書の記載事項に誤りがないよう添付書類の登記事項証明書の記載事

項と突合すること。 

なお、「別記様式に記載する『申請不動産に関する事項』の記載要領」（別紙）を参考にさ

れたい。 

２ 地方自治法施行規則（昭和 22 年内務省令第 29 号。以下「則」という。）第２２条の

２第１項第２号の保有資産目録又は保有予定資産目録は、則第１８条の規定により地縁に

よる団体の代表者が認可の申請を行う際に提出したものを指すこと。当該書面に申請不動

産の記載があることを確認し、記載がない場合には、申請不動産の所有に至った経緯等につ

いて、別の総会議決資料等を用いて確認すること。 

３ 則第２２条の２第１項第４号に規定する法第２６０条の３８第１項各号に掲げる事項

を疎明するに足りる資料としては、以下の資料が想定されること。 

（１）法第２６０条の３８第１項第１号及び第２号関係 

認可地縁団体による申請不動産の所有の事実に加え、民法（明治２９年法律第８９号）第１
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８６条の規定により、①占有者は、所有の意思をもって、善意で、平穏に、かつ、公然と占

有するものと推定されること、②前後の両時点において占有をした証拠があるときは、占有

は、その間継続したものと推定されることを踏まえ、本件申請時点とその１０年以上前の時

点における認可地縁団体の申請不動産の占有事実を疎明するに足りる資料が必要であるこ

と。 

これらは、申請不動産の所有又は占有に係る事実が記載された認可地縁団体の事業報告

書等により、認可地縁団体が申請不動産を所有又は占有している事実を確認した上で、以下

の資料と併せて疎明することが可能と考えられること。 

なお、以下の資料の宛先又は名義が認可地縁団体の構成員又はかつて当該認可地縁団体

の構成員であった者となっている場合には、その趣旨が当該認可地縁団体を宛先又は名義

とすることができなかったために、便宜上、上記のような宛先又は名義となっていることに

ついて、当該認可地縁団体に対し確認する必要があると考えられること。 

・公共料金の支払領収書 

・閉鎖登記簿の登記事項証明書又は謄本 

・旧土地台帳の写し 

・固定資産税の納税証明書 

・固定資産課税台帳の記載事項証明書 等 

これらの入手が困難な場合は、認可地縁団体が申請不動産を所有又は占有していること

について、申請不動産の隣地の所有権の登記名義人や申請不動産の所在地に係る地域の実

情に精通した者等（以下「精通者等」という。）の証言を記載した書面や、認可地縁団体に

よる申請不動産の占有を証する写真等により疎明することが可能と考えられるが、上記資

料の入手が困難な理由書を提出させることが適当であること。 

（２）法第２６０条の３８第１項第３号関係 

申請不動産の表題部所有者又は所有権の登記名義人の全てが認可地縁団体の構成員又は

かつて当該認可地縁団体の構成員であった者であることについて、以下の資料により疎明

することが可能と考えられること。 

・認可地縁団体の構成員名簿 

・市区町村が保有する地縁団体台帳 

・墓地の使用者名簿（申請不動産が墓地である場合） 等 

これらの入手が困難な場合は、申請不動産の表題部所有者又は所有権の登記名義人の全

てが認可地縁団体の構成員又はかつて当該認可地縁団体の構成員であった者であることに

ついて、申請不動産の所在地に係る精通者等の証言を記載した書面等により疎明すること

が可能と考えられるが、上記資料の入手が困難な理由書を提出させることが適当であるこ

と。 

（３）法第２６０条の３８第１項第４号関係 

申請不動産の登記関係者（表題部所有者若しくは所有権の登記名義人又はこれらの相続
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人をいう。以下同じ。）の全部又は一部の所在が知れないことについては、以下の資料によ

り疎明することが可能と考えられること。 

・登記記録上の住所の属する市区町村の長が、当該市区町村に登記関係者の｢住民票｣及び

｢住民票の除票｣が存在しないことを証明した書面 

・登記記録上の住所に宛てた登記関係者宛の配達証明付き郵便が不到達であった旨を証明

する書面 

・申請不動産の所在地に係る精通者等が、登記関係者の現在の所在を知らない旨の証言を記

載した書面 

なお、全部又は一部の所在が知れないこととは、全部の所在が知れていること以外は全て

含まれることとなるため、登記関係者のうち少なくとも一人について、所在の確認を行った

結果、所在が知れないことを疎明するに足りる資料を添付できれば当該要件を満たすこと

となること。 

この場合において、認可地縁団体が当該事項を疎明するに当たっては、所在が判明してい

る登記関係者から、特例制度の申請を行うことについての同意を得ておくことが望ましい

と考えられること。 

第２ 法第２６０条の３８第２項関係 

１ 則第２２条の３第１項第４号の異議を述べることができる期間とは、３月以上の各市

区町村において定めた公告の期間であること。 

２ 則第２２条の３第１項第４号に規定する異議を述べることができる方法とは、則第２

２条の３第２項及び第３項の規定により異議を述べる者が行うべき手続のことをいうもの

であること。 

なお、後述４のとおり申出書への添付が必要な書類は登記関係者等（登記関係者又は申請

不動産の所有権を有することを疎明する者をいう。以下同じ。）の別により異なることから、

登記関係者等が異議を述べるに当たり認知できるようにしておく必要があると考えられる

こと。 

３ 則第２２条の３第２項に規定する申出書の提出を受けるに当たっては、当該申出書に

記載された事項について、その後の当事者間での協議等を円滑にするため、法第２６０条の

３８第５項の規定により認可地縁団体に通知される旨（申出書様式の(注)を参照）説明する

こと。 

４ 則第２２条の３第２項に規定する「登記事項証明書、住民票の写しその他の市町村長が

必要と認める書類」とは、市区町村長において、異議を述べる者が登記関係者等であること

及び申出書に記載された氏名及び住所を確認できる書類であり、主として以下のものを想

定していること。 

なお、原則として、「申請不動産の所有権を有することを疎明する者」は、登記関係者以

外の者であること。 

また、登記関係者等の別については、異議を述べる者において、申出書様式中「２ 異議
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を述べる登記関係者等の別」に記載（該当する項目にチェック等を付すことで対応可）する

こと。 

なお、当該申出書に記載された登記関係者等の別については、市区町村長において、則第

２２条の５第２項に規定する通知書様式中「２（１）登記関係者等の別」にも記載すること。 

 

第３ その他 

１ 特例制度は、認可地縁団体が所有する不動産について、その所有権の保存又は移転の登

記を認可地縁団体のみの申請により可能とするものであるが、不動産登記は対抗要件とし

ての公示制度と位置づけられるものであり、当該不動産の所有権の有無を確定させるもの

ではないこと。 

２ 特例制度は、法第２６０条の３８第２項の公告の結果、法第２６０条の３８第４項に規

定する証する情報を提供された認可地縁団体は、法第２６０条の３９の規定に基づき不動

産登記法（平成１６年法律第１２３号）の特例を享受できることとなり、特定の者のために

する事務であることから、法第２６０条の３８第４項の規定により当該証する情報を提供

する事務については、法第２２７条の規定により手数料を徴収することが可能と考えられ

ること。 

また、当該手数料の額を定めるに当たっては、申請不動産が地域的な共同活動を行うため

の不動産であることを考慮すること。 

３ 則第２２条の２、第２２条の３第２項及び第３項、第２２条の４並びに第２２条の５は、

行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律（平成１４年法律第１５１号）及び

総務省関係法令に係る行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律施行規則

（平成１５年総務省令第４８号）の適用があること。 

なお、不動産登記法第１８条第１号に基づき登記の電子申請が可能となっていることを

踏まえ、法第２６０条の３８第４項に規定する証する情報を電磁的記録により提供するに

当たっては、認可地縁団体がその所有する不動産について、所有権の保存又は移転の登記の

電子申請をする場合において、不動産登記令（平成１６年政令第３７９号）第１２条第２項

に規定する要件を満たすよう、当該証する情報に電子署名を行う等登記の電子申請におい

て支障のないよう留意すること。 

登記関係者等の別 表題部所有者又は所

有権の登記名義人 

表題部所有者又は所

有権の登記名義人の

相続人 

所有権を有すること

を疎明する者 

登記関係者等である

旨 

登記事項証明書 

 

登記事項証明書 

戸籍謄抄本 

所有権を有すること

を疎明するに足りる

資料 

申請書に記載された

氏名及び住所 

住民票の写し 

戸籍の附票の写し 
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⑦地方自治法施行令等の一部を改正する政令等の公布について（通知） 

（令和３年９月１日付け総行市第８５号 総務省自治行政局長通知） 

デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律（令和３年法律第 37 号。

以下「デジタル社会形成整備法」という。）が令和３年５月 19 日に、地域の自主性及び自

立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（令和３年法律

第 44 号。以下「第 11 次一括法」という。）が令和３年５月 26 日にそれぞれ公布され、

これらの法律により、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号。以下「法」という。）の一部

が改正されました。 

具体的には、デジタル社会形成整備法による法の改正により、認可地縁団体の総会に出席

しない構成員は、規約又は総会の決議により、書面による表決に代えて、電磁的方法によ

り表決をすることができるものとされ、第 11 次一括法による法の改正により、認可地縁

団体の認可の目的を見直し、地縁による団体は、不動産等の保有の有無にかかわらず、地

域的な共同活動を円滑に行うため市町村長の認可を受けることができるものとされたとこ

ろです。 

上記改正に伴い、このたび、地方自治法施行規則の一部を改正する省令（令和３年総務省

令第 91 号）が公布され、下記第２に掲げる日から施行されます。 

貴職におかれては、下記事項に御留意の上、その円滑な施行に向け、格別の配慮をされる

とともに、各都道府県知事におかれては、貴都道府県内の指定都市を除く市町村の市町村

長及び市町村議会議長に対してもこの旨周知願います。 

なお、各市町村に対して地域の元気創造プラットフォームにおける調査・照会システムを

通じて本通知についての情報提供を行っていること、及び本通知は法第 245 条の４第１項

に基づく技術的な助言であることを申し添えます。 

 

記 

 

第１ 地方自治法施行規則（昭和 22 年内務省令第 29 号。以下「規則」という。）の 

一部改正に関する事項 

１ デジタル社会形成整備法による法の改正に伴うもの 

法第 260 条の 18 第３項に規定する電磁的方法について、次に掲げる方法とすること。な

お、いずれの方法についても、受信者がファイルへの記録を出力することにより書面を作

成することができるものでなければならないものとすること。（改正後の規則第 22 条の２

関係） 

(1) 電子情報処理組織を使用する方法のうち、 

ア 送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子計算機とを接続する電気通

信回線を通じて送信し、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する

方法 
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イ 送信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された情報の内容を電気

通信回線を通じて情報の提供を受ける者の閲覧に供し、当該情報の提供を受ける者の使用

に係る電子計算機に備えられたファイルに当該情報を記録する方法 

(2) 磁気ディスクその他これに準ずる方法により一定の情報を確実に記録しておくことが

できる物をもって調製するファイルに情報を記録したものを交付する方法 

２ 第 11 次一括法による法の改正に伴うもの 

(1) 法第 260 条の２第２項に規定する申請において、同条第１項に規定する地縁による団

体の代表者が申請書に添える書類について、保有資産目録及び保有予定資産目録を不要と

するとともに申請書の様式を改正するものとすること。 

（改正後の規則第 18 条第１項及び第２項関係） 

(2) 法第 260 条の 38 第１項に規定する申請において、認可地縁団体の代表者が申請書に

添える書類について、保有資産目録及び保有予定資産目録を不要とし、申請不動産に関

し、同項に規定する申請をすることについて総会で議決したことを証する書類を加えると

ともに申請書の様式を改正するものとする 

こと。（改正後の規則第 22 条の２の２関係） 

第２ 施行期日に関する事項 

第１における１について、令和３年９月１日から施行するものとすること。 

第１における２について、令和３年 11 月 26 日から施行するものとすること。 

第３ 経過措置に関する事項 

第 11 次一括法による改正前の法第 260 条の２第１項の規定により認可を受けた認可地縁

団体に係るこの省令による改正後の規則第 22 条の２の２第２号の書類は、この省令によ

る改正前の規則第 18 条第４号に規定する保有資産目録又は保有予定資産目録に申請不動

産の記載があるときは、当該目録をもってこれに代えることができるものとすること。 

第４ その他 

第１における１について、電磁的方法に該当し得るものとしては、電子メールなどによる

送信、ウェブサイト、アプリケーションを利用した表決、情報をディスク等に記録して、

当該ディスク等を交付する方法等があること。 
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＜参考＞ 

 

橿原市内の認可地縁団体の現状 

 

 これまでに、橿原市内で認可を受けた地縁による団体は次のとおりです。 

 

No        名       称 認 可 日 

１ 飯高町自治会 Ｈ５．９．２８ 

２ 曲川町自治会 Ｈ７．６．２０ 

３ 木原町西自治会 Ｈ８．１．２５ 

４ 地縁団体内膳町自治会 Ｈ１３．３．１２ 

５ 常盤町自治会 Ｈ１４．１０．１６ 

６ 久米町自治会 Ｈ１７．１０．３ 

７ 地黄町第三区自治会 Ｈ１８．１２．５ 

８ 常門レインボー垣内自治会 Ｈ１９．４．１ 

９ 一町萩の本自治会 Ｈ１９．６．８ 

１０ 南小槻町自治会 Ｈ１９．１２．３ 

１１ 飛鳥荘苑自治会 Ｈ２１．２．２０ 

１２ 山之坊団地自治会 Ｈ２１．１１．２４ 

１３ 十市団地自治会 Ｈ２１．１２．１０ 

１４ 高殿町自治会 Ｈ２３．６．２１ 

１５ 葛本町自治会 Ｈ２３．１２．１２ 

１６ 別所町自治会 Ｈ２７．１１．２０ 

１７ 十市町自治会 Ｈ２７．１２．１５ 

１８ 小房町自治会 Ｈ２８．６．１７ 

１９ 雲梯町第六区自治会 Ｈ２８．１１．１１ 

２０ 雲梯町３・４区自治会 Ｈ２８．１２．２２ 

２１ 大垣町自治会 Ｈ２９．３．２７ 

２２ 東坊城町弓場区自治会 Ｈ２９．９．６ 

２３ 東坊城町神田区自治会 Ｈ３０．４．２０ 

２４ 見瀬町自治会 Ｒ２．１０．７ 

２５ 四条新町自治会 Ｒ４．１．１７ 

２６ 慈明寺町自治会 Ｒ４．７．６ 

２７ 醍醐団地自治会 Ｒ５．９．７ 
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全国の認可地縁団体の現状（総務省調べ） 

 

 平成１６年度以降の各年度の末日時点における認可地縁団体の総数 

 

区分 Ｈ16 年度 Ｈ17 年度 Ｈ18 年度 Ｈ19 年度 Ｈ20 年度 

認可地縁団体総数 

（対前年度増加率） 

28,863 

（－） 

31,559 

（9.3） 

33,644 

（6.6） 

35,564 

（5.7） 

37,297 

（4.8） 

 当該期間中の認可団体数 3,115 2,700 2,096 1,945 1,721 

 当該期間中の認可取消団体数 13 4 11 25 32 

 

区分 Ｈ21 年度 Ｈ22 年度 Ｈ23 年度 Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 

認可地縁団体総数 

（対前年度増加率） 

39,090 

（4.8） 

40,776 

（4.3） 

42,397 

（4.0） 

44,008 

（3.8） 

45,612 

（3.6） 

 当該期間中の認可団体数 1,801 1,621 1,632 1,619 1,578 

 当該期間中の認可取消団体数 8 5 11 8 11 

 

区分 Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 Ｈ28 年度 Ｈ29 年度 Ｈ30 年度 

認可地縁団体総数 

（対前年度増加率） 

47,065 

（3.2） 

48,453 

（2.9） 

49,734 

（2.6） 

51,030 

（2.6） 

52,204 

（2.3） 

 当該期間中の認可団体数 1,466 1,395 1,292 1,308 1,238 

 当該期間中の認可取消団体数 13 7 11 12 11 

 

区分 Ｒ元年度 Ｒ2 年度 Ｒ3 年度 Ｒ4 年度 

認可地縁団体総数 

（対前年度増加率）  

53,343 

（2.1） 

54,359 

（1.9） 

55,249 

（1.6） 

56,078 

（1.5） 

 当該期間中の認可団体数 1,142 1,034 910 840 

 当該期間中の認可取消団体数 3 18 20 11 

 

 

 

 

 

 


